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開議 午前 ９時５７分

──────────────────────────────────

◎開議宣告

○議長（渡 政 君） おはようございます。

少し時間前でございますが、皆さんおそろいでございますので始めたいと思います。

ただいまから、第２日目の会議を開きます。

ただいま出席している議員は、１６名であります。定足数に達しておりますので、直ち

に本日の会議を開きます。

なお、欠席議員は、１１番丹羽議員、１７番安田議員でございます。

本日の議事日程は、お手元に配付のとおりです。

──────────────────────────────────

◎日程第１ 会議録署名議員の指名

○議長（渡 政 君） 日程第１ 会議録署名議員の指名を行います。

会議録署名議員は、会議規則第１１９条の規定により、議長において指名いたします。

１４番戸田憲悦議員、１５番中村議員、１６番佐藤議員、以上３名を指名いたします。

──────────────────────────────────

◎日程第２ 一般質問

○議長（渡 政 君） 日程第２ 一般質問を行います。

質問の通告がありますので、順次発言を許します。

まず初めに、９番瀧川榮子議員、それでは質問者席にお着きを願います。

なお、質問は一問一答方式でございます。

○９番（瀧川榮子君） 通告に従いまして質問させていただきます。

まず１点目として、郊楽苑問題についてです。

９月議会において、郊楽苑関連予算４,５２０万円余が補正予算として組まれました。

執行状況についてお聞きします。

まず、電気代約６００万円、法定点検保守点検費用８８０万円、建設設備改修・補修費

用２,３７０万円については、領収書等証明される書類とつき合わせて支払うことになっ

ていましたが、そのことは漏れなく行われたでしょうか。請求書、納品書、領収書など、

証拠書類のすべてについて確認が行われたかどうかお聞きします。

○議長（渡 政 君） 産業振興部長。

○産業振興部長（有田博喜君） それでは、瀧川議員の御質問にお答えいたします。

請求書、納品書、領収書など、証拠書類のすべてについて確認が行われたかどうかとい

う御質問だと思いますが、９月補正の負担金における各種支払いにつきましては、すべて

について株式会社郊楽苑からの請求書と同時に、各支払い先や金額のわかる請求書、領収

書と、これらのコピーをいただきまして、これらの確認をして支出をしております。

以上です。

○議長（渡 政 君） 瀧川議員。

○９番（瀧川榮子君） ９月議会と今度の１２月議会では、結構大きい減額が見られてい

ます。保守点検費用は大きな減額があります。１２６万７,９３５円ですけれども、この

理由についてお知らせください。

○議長（渡 政 君） 産業振興部長。

○産業振興部長（有田博喜君） 御質問にお答えいたします。
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支払いの内訳につきまして御説明申し上げます。

電気料の予算額６２０万円に対しまして、２回に分けて支払っております。９月２８日

に５６９万７,３１３円、それと１０月２６日に２１万６,１４３円。続いて法定点検等に

つきましては、予算額８８３万６,０００円に対しまして、これも２回に分けて支出して

おります。９月２８日に７２３万１,７８５円、それと１０月２６日に３３万６,２８０

円。それと建物設備改修・補修費用につきましては、予算額２,３７８万６,０００円に対

しまして、これは一括で１０月２６日に２,３７８万４,６４８円を支払っております。こ

れらを合計しますと、郊楽苑に対する支払い総額、予算額に対しまして執行額、残額が１

５５万８３１円という形になっております。

なお、電気料等につきましては、１０月以降、郊楽苑に支払うそれ以降につきまして

は、別に町が支払うということで予算づけをしているところでございます。

なお、この１５５万円につきましては、残額が出ましたところは、予算額に不足額が出

てきますと支払いができませんので、若干の見込みを入れながら予算を組んだということ

で、１５５万円ほどが不用額として残ったという形でございます。

以上です。

○議長（渡 政 君） 瀧川議員。

○９番（瀧川榮子君） そうしますと、この保守点検費用の大きな減額１２６万７,００

０円ほどというのは、この見込み額であったものの残ということでよろしいのでしょう

か。

○議長（渡 政 君） 商工観光課長。

○商工観光課長（大槻祐二君） 瀧川議員の御質問にお答えしたいと思います。

おっしゃるとおり、９月補正の段階では、いろいろと御指摘を受けましたが、領収書、

請求書等の確認をして予算計上したのかというところにおいては、予算計上の段階では、

支出証拠書類等の確認をしないで、郊楽苑の言ってきている額に応じてとかということで

予算計上をしたといって、不確定要素が結構ありました。予算額に不足が生じてはいけな

いということもありまして、不確定要素については、予算計上させていただいたというこ

とでございます。

部長から回答があったとおり、領収書、請求書等の確認をした段階で、この金額になっ

たということで御理解をいただきたいというふうに思っております。

以上です。

○議長（渡 政 君） 瀧川議員。

○９番（瀧川榮子君） 次です。エレベーターの保守点検では、毎月ごとの領収書が確認

されたかどうかということについてお聞きしたいと思います。

常任委員会に出された資料では、毎月ごとの領収書というのは３カ月分だけで、あとは

２１年１０月から２２年１２月までで１５カ月分、それと２３年１月から２４年７月分と

して１９カ月分ということで、まとめて金額が計上されているのですけれども、これはま

とめて領収書が切られたのか、それとも毎月ごとに領収書があるけれども、まとめて計上

したのか、その辺のところはどうなっていますでしょうか。

○議長（渡 政 君） 商工観光課長。

○商工観光課長（大槻祐二君） 御質問にお答えしたいと思います。

エレベーターにつきましては、領収書、請求書の提出を株式会社郊楽苑に求めたとこ

ろ、領収書が必要だということで１年分とかまとめたエレベーターの領収書ということに
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なってございましたが、郊楽苑さんのほうでは、毎月支払いにつきましては、口座引き落

としということになってございまして、口座引き落としの場合は、領収書等がないという

ことでございます。

常任委員会で御指摘を受けまして、１年分の領収書では不足ではないだろうか、毎月の

支払いの確認をしないといけないのではないだろうかという御指摘を受けましたので、郊

楽苑さんから２カ月、年度がちょっと離れている２カ月分についての日計表、要するに口

座引き落としのコピーをいただきまして、それによって月に支払いしているという確認を

いたしました。

以上です。

○議長（渡 政 君） 瀧川議員。

○９番（瀧川榮子君） エレベーターでは、人命にかかわる乗り物であるということか

ら、１年に１回は必ず法定点検をしなさいということになっているのですけれども、その

領収書の中から、法定点検がいつ行われたかということを確認できてはいますでしょう

か。

○議長（渡 政 君） 商工観光課長。

○商工観光課長（大槻祐二君） 領収書から確認ができるかと言われますと、確認はでき

ませんが、契約書等のコピーをいただきましたので、それはエレベーターにつきましては

毎月点検になってございます。ですから、毎月点検しているというふうに認識しておりま

す。

以上です。

○議長（渡 政 君） 瀧川議員。

○９番（瀧川榮子君） しつこいようですけれども、そうしますと毎月のその点検費用の

中に、年１回の法定点検費用が入り込んでいるという確認でよろしいでしょうか。

○議長（渡 政 君） 商工観光課長。

○商工観光課長（大槻祐二君） エレベーターにつきましては、先ほども言ったかと思う

のですが、毎月支払いをしております。毎月点検の毎月支払いです。ただし、領収書等の

請求を株式会社郊楽苑さんに求めたところ、毎月の領収書というものがないので、１年分

まとめての領収書をエレベーターの点検業者からいただいたということでありまして、支

払いも毎月しておりますし、点検も毎月しております。

以上です。

○議長（渡 政 君） 瀧川議員。

○９番（瀧川榮子君） その支払いの毎月というのはわかりましたけれども、その法定点

検というのが、どのような時期に、何月にどういう形で行われているかというのがちょっ

と見えてこないのですけれども、その毎月の払っている中で、１年に１回法定点検を行っ

ている費用が入っているということで。

○議長（渡 政 君） 瀧川議員に申し上げます。課長からは、毎月点検で毎月支払って

いるというふうに答弁がありましたが。

○９番（瀧川榮子君） 毎月点検はあると思うのですけれども、法定点検というのは１年

に１回必ずしなさいということであるということで認識しているのですけれども。

○議長（渡 政 君） では、法定点検について、毎月あるのか、１年に１回なのか、そ

の辺をちょっと御答弁いただきます。

商工観光課長。
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○商工観光課長（大槻祐二君） 済みません。今、契約書の内容等を確認したいと思いま

すので、後ほど御回答したいと思います。よろしくお願いします。

○議長（渡 政 君） それでは、瀧川議員、質問を続けてください。

○９番（瀧川榮子君） この請求書、電気代が９月の議会では、２１年８月から２４年９

月で３８カ月分請求として上がってきています。そして１２月議会では、２１年の９月か

ら２４年の９月まで、３７カ月分として上がってきているのですけれども、これは郊楽苑

のほうから領収書が来なかったから支払わなかったのか、それともこの数字のちょっと整

合性がないのですけれども、９月議会では３８カ月分の資料が出ました。１２月議会では

３７カ月分の資料です。そのことについてお聞きします。

○議長（渡 政 君） 商工観光課長。

○商工観光課長（大槻祐二君） 瀧川議員の御質問にお答えしたいと思います。

おっしゃるとおり、９月の補正の段階では、９月分というものまでというのは、電気代

は１０月１日に検針とか、次の月の１日検針なものですから、当初の予算の中では９月

に、１０月１日の請求の電気料まで含んで予算計上したという経過でございます。でも実

際には、ことしの９月１日に検針した分だけを郊楽苑さんに払ったということで、１カ月

分不用額が出ているというのも、これが原因でございます。

以上です。

○議長（渡 政 君） 瀧川議員。

○９番（瀧川榮子君） ことしまちづくり懇談会というのが行われて、郊楽苑に関して、

住民の方から説明をきちんとしたと理解されるのではないか、町民が疑心暗鬼にならない

よう行政運営をしてほしいという話の中で、答えとして、皆さんの税金を無駄に使うこと

は絶対に慎まなければならないというふうに町側は答弁しています。多分しっかりと精査

が進んでいて、あの金額がぐっとおりているのかなと思うのですけれども、ぜひこの精査

をしっかりして、支払いをしていただきたいと思います。

二つ目ですね。郊楽苑の二つ目です。建物・設備、改修・補修については２,３７０万

円が支払われたということですけれども、カーペット、クロスの張りかえを初め、さまざ

まな改修・補修が行われています。これらについては、事前に町の承諾を得て行われたの

でしょうか、それとも承諾なしに株式会社郊楽苑側の判断で行われたのかお聞きします。

○議長（渡 政 君） 商工観光課長。

○商工観光課長（大槻祐二君） 瀧川議員の今の御質問にお答えしたいと思います。

建物・設備の改修・補修について、事前に町の承諾を得て行われたかどうかという御質

問でございますが、屋根の補修やじゅうたん等の張りかえ、音響設備の修繕などは、事前

に報告が来ております。町として承諾をして行っております。このほかのボイラー、電気

設備等の改修につきましては、改修工事報告書として報告を受けているところでございま

す。

以上です。

○議長（渡 政 君） 課長、具体的にカーペット、クロスの張りかえはどうかと聞かれ

てますが。

商工観光課長。

○商工観光課長（大槻祐二君） 失礼いたしました。カーペット、クロスにつきましては

事前に報告が来ており、町として承諾をして行っております。

以上です。
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○議長（渡 政 君） 瀧川議員。

○９番（瀧川榮子君） 町として承諾している部分もあるし、承諾していなくて、後で報

告書が提出されたというものもあるということなのですけれども、契約上の第１０条使用

上の制限の中で、きのうも議会の中で質問であったのですけれども、「乙は、使用物件の

原状変更その他の行為をしようとするときは、事前の書面をもって甲の承諾を得なければ

ならない。この場合、甲は、その諾否を乙に対し書面をもって通知するものとする。」と

いうことなのですけれども、あるところでは承諾を受けたと、あるところでは承諾を受け

てないということは、認識はしていなかったということではないと思うのですけれども、

これは認識していなかったのに、承諾を受けずに工事をしたということになると思うので

すけれども、それは契約違反ではないかと思うのですが、いかがでしょうか。

○議長（渡 政 君） 町長。

○町長（水沼 猛君） お答えを申し上げます。

この今回の措置の前提について、既に皆様にはお知らせをしてきたことと思います。そ

のことにつきましては、いわゆる貸し手責任、賃貸借契約の中で貸し手責任について、こ

の契約書自体に不備があったということで、そのことについては懇談会を初め、また、議

員の皆さんに対しましても、我々のその時点での配慮の足りなさであったということであ

りまして、その点につきましては、おわびを申し上げたところであります。

そして、本来であれば、貸し手側としては営業を再開できるような形で、まず補修、必

要なところは最低限の補修をして、そして借り手側に賃貸としてお貸しをする、それが本

来の姿であると思いますが、この契約上、そういうことにはなってないということで、で

きなかったということが、今回のまさに発端でありますし、そういうところから今回の措

置をしたというところであります。その前提を、ぜひ御理解をいただきたい。そういう中

で、今後これを正常な形にして、そして今後とも運営を効率的にやっていただく、そして

存続していく、そういうことを大きな念頭に置いて、今回の措置をしたということでござ

いますので、その点について、ぜひ御理解をいただきたいと思います。

○議長（渡 政 君） 瀧川議員。

○９番（瀧川榮子君） 貸し手責任ということについては、２２年２月１２日の臨時議会

のときにも、かなりさまざまなことが話し合われていました。貸し手責任があるのだとい

うこと、議員も了解している部分がありますし、町側も了解しています。それは確かにそ

うなのですけれども、今この言っている、質問していることは、この契約の中に、もう既

に記入されていることが履行されていなかったのではないかということなのですね。記入

していないけれども、本当はしなければならなかったというのではなくて、もう契約書の

中に書いていることが履行されていなかったということについて、問題があるのではない

かということを指摘しています。いかがでしょうか。

○議長（渡 政 君） 町長。

○町長（水沼 猛君） ただいま答弁したとおりでございますが、いずれにしましても、

この施設については１８年経過をして、今そういう形で運営を変えたところであります。

したがってその間大規模なといいますか、必要最低限のいろいろな改修でありますとか、

補修でありますとかということが、ほとんどなされてこなかった。極めて老朽化していた

ということが現状であります。そういう中での経営者に賃貸としてお貸しをしたというこ

とであります。

そして、この施設については、いわゆる配管でなくて、すべてのいろいろなところがな
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かなか、全体的にどこが老朽化して、どこを直さなければならないかということに対して

の調査、これも施設自体がそういう調べるに当たっても、なかなか障害のあるような施設

でございました。そういう中で、いろいろ実際にその辺、この営業を再開するに当たっ

て、どのような補修が必要かということについて、借り受けた方がいろいろ調べていった

ところの経過において、いろいろなところが出てきたということで、そしてなるべく早い

段階に我々としても営業を再開してしほしいといういろいろな思いもありまして、そうい

う中で十分にそこら辺の精査が、我々と郊楽苑側でできなかったというのも多少あるかも

しれません。いずれにいたしましても、その契約上そういうことになっておりますので、

それが大きな今回のこういう措置をしたという原因でありますが、そのこともあって、そ

ういうことがなかなかその時点ではできなかったということでありますので、ぜひその辺

は御理解をいただきたい、そのように思っているところであります。

○議長（渡 政 君） 瀧川議員。

○９番（瀧川榮子君） 町の交流センターとしての役割を果たしています郊楽苑なのです

けれども、町の活性化のためにも活用されるべきではないかと思います。町の交流施設と

いう観点からも、町の活性化という観点からも、町内でできる仕事は、町内の業者を利用

するというのが基本ではないかと考えますがいかがでしょうか。これは関連してです。

○議長（渡 政 君） 町長。

○町長（水沼 猛君） お答えをしたいと。内容がちょっと不明なのですが、町内の業者

ということが今御質問でございました。その郊楽苑を運営に対する町内の業者にやっても

らったほうがいいという御意見なのか、それとも今までの御指摘のいろいろな補修であり

ますとか備品含めてそれを町内の業者、どちらの意味なのかちょっと判断できませんの

で。

○９番（瀧川榮子君） 関連してですね。

○議長（渡 政 君） ちょっと待ってください。瀧川議員に申し上げます。なるべく通

告書に沿った質問をするようにお願いをいたします。

それでは、瀧川議員。

○９番（瀧川榮子君） 建設・設備の改修ということで、休憩室とかカーペットとか、さ

まざまなことがかなりの金額で支出されています。これが調べましたら、どうも町の業者

さんが使われていない可能性もかなり高いのではないかということで、町内の業者にでき

る仕事、改修・補修工事の中で町内業者を利用するのが基本になるのではないかと考える

のですけれども、いかがでしょうか。

○議長（渡 政 君） それでは、町長。

○町長（水沼 猛君） 通告ではないかと思いますが、お答えを申し上げたいと思いま

す。

もちろんそういうことは、なるべくであれば、町内の業者にできることであれば使って

ほしい、当然そうであります。しかしながら、今回借り手の株式会社郊楽苑についてはま

さに民間の、株式会社ですから民間の方であります。したがって、まさに先ほども言いま

したように、契約上からいっても、やっぱり自分で、自分の資金を調達して、それで改修

していくということの、今先ほどの契約書でもそういうことが課される契約書にもなって

おりますので、なるべく安くて、そしていいものをという、そういう効率性といいます

か、やはり経営上を考えても、そういうことを求めることも、これはあるかもしれませ

ん。そういう意味で、今後そういうことについては、なるべく町内でできるものについて
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は、町内の業者を使っていただきたいということは、今後ともお願いをしたいと思います

が、あの時点においては、そういう資金的余裕もない、なかなか厳しい状況の中でのス

タートでありましたので、多分そういうことをとらざるを得なかった、そのように我々は

理解しております。

○議長（渡 政 君） 瀧川議員。

○９番（瀧川榮子君） できるだけ安い仕事をということで、努力されているということ

はわかるのですけれども、普通であれば幾つかの見積もりをとって業者を決定するという

必要があると思いますので、今後ともそういう見積もりなどもきちんとできているのかと

いうようなこと、しっかりと町としても見ていただければと思います。

三つ目です。補正予算の中には、１０月以降６カ月分の法定点検の電気料１４１万円、

法定点検・保守点検費用１６２万円が入っています。過去３７カ月の費用から割り出す

と、電気料については９６万円、法定点検・保守点検費用については１４４万円ほどであ

り、いずれもこれを上回る予算となっています。これについての理由、今までの金額より

も高くなっていることについての理由、また、町はこれから支払いについての確認をどの

ような形で行う予定か、お聞きします。

○議長（渡 政 君） 商工観光課長。

○商工観光課長（大槻祐二君） 御質問にお答えしたいと思います。

１０月以降の電気料、法定点検・保守点検費用について、瀧川議員が計算された額より

上回ったのはなぜか、また、１０月以降の電気料、法定点検等の支払いをどのような形で

行う予定かという御質問でございますが、９月予算計上時点で電気料や保守契約が今後ど

うなるのかという不確定要素があったため、予算不足の生じないように予算措置をしたた

めですので、御理解をいただきたいというふうに思っております。

次に、電気料につきましては１０月分、これは１０月１日のメーター検針分からです

が、９月補正後、北電に請求先を別海町に変えていただく手続をもう既に行っておりまし

て、既に１０月分と１１月分の２カ月分において、北電からの請求を受け支払いをしてお

ります。

参考といたしましては、１０月分が２０万４,４９１円で、１１月分が２１万７５５円

となっております。

法定点検につきましても、１０月１日付で１０月以降のエレベーター、消防設備等の保

守契約を、それぞれの業者と町が契約を締結して支払うこととしております。

エレベーターにつきましては、株式会社日立ビルシステム北海道支店と１０月から来年

３月までの契約で、契約金額２９万９,２５０円となっております。

また、消防等の法定点検につきましても、１０月から３月までで、今年度既に行ってい

るものを除いた、今後必要な点検費用として６７万５,１５０円で、株式会社北日本設備

コンサルと契約をしております。

このほかに、簡易水道の水道検査を保健所に依頼して行うこととしており、これにつき

ましても１万８,２００円かかっておりますが、これにつきましては、１２月１７日に保

健所の検査を終えております。

以上です。

○議長（渡 政 君） 瀧川議員。

○９番（瀧川榮子君） この委員会の中に出されている資料ですと、大体１５万円ぐらい

のところで電気料金というのはとどまっているように思うのですけれども、ことしの７月
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から１９万円、そして今も２０万円を超えているということなのですが、この電気代が

ぐっと上がったことについて、何か理由があるのでしょうか。

○議長（渡 政 君） 商工観光課長。

○商工観光課長（大槻祐二君） お答えしたいと思います。

これにつきましては、以前にも瀧川議員から同じような質問を受けていたかと思いま

す。実は、ことし源泉ポンプの入れかえ工事を行いました。そのことが要因と思われてお

ります。以前までは１５万円程度だったものが、源泉ポンプの動力部分の電気代が若干５

万円程度ぐらいですかね、上がっているという現状でございます。これにつきましては、

以前にもお話ししたのですが、業者には確認したのですが、今のところ原因がよくわかっ

ていないというのが現状です。多少深さが変わったことがあります。８メーターほど以前

よりも深く源泉ポンプを入れておりますので、その揚げる力が必要かということでの電気

料の上がりかなというふうには理解しておりますが、確定したる原因はわかっておりませ

ん。

以上です。

○議長（渡 政 君） 瀧川議員。

○９番（瀧川榮子君） 四つ目です。９月議会前に町側から提出された郊楽苑関連予算

は、備品の入れかえ、補修の費用６００万円余が含まれていました。入れかえ補修につい

ては、事前に町の承諾を得て行われたものでしょうか。また、これらの支払い証拠書類の

確認は、どのように行われたのかお聞きします。

○議長（渡 政 君） 商工観光課長。

○商工観光課長（大槻祐二君） お答えいたします。

備品等の入れかえ、補修については、事前に町の承諾を得て行われたかどうか、また、

証拠書類の確認はどのように行われたかという御質問でございますが、まず承諾を得て

行ったかどうかという御質問ですが、施設の現状報告書としての報告を受けており、承諾

を受けて行ったものではありません。

また、これらの支出証拠書類の確認はどのように行われたのかという御質問につきまし

ては、１３日の全員協議会でも御説明させていただきましたが、１２月予算上程前に所管

課において、領収書、請求書等の確認をしております。

以上です。

○議長（渡 政 君） 瀧川議員。

○９番（瀧川榮子君） これも現状報告を受けたということで、双方が契約を履行してい

ない、あくまでも契約内容は双方が履行するという必要があると思うのですけれども、片

方だけの報告を受けて、その商品が入れかえられるということについて不信を持っていま

すし、住民の方もそれでいいのかという思いでいると思うのですけれども、このことにつ

いて契約が、内容を履行しなかった双方に契約の不備があった。契約内容を履行しなかっ

た双方に不備があったということになると思うのですけれども、町としては、それでよし

としてこの備品についての金額を出すということを決定されたのでしょうか。

○議長（渡 政 君） 商工観光課長。

○商工観光課長（大槻祐二君） お答えしたいと思います。

瀧川議員おっしゃるとおり、確認をして承諾をして行ったものではないというところに

つきましては、双方不備があったのかなというふうに考えております。

ただし、以前からお話ししているとおり、今後とも継続的に郊楽苑を運営していく、だ
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れが経営者となっても、あの旧交流センターを維持していくためには、財産らしきものと

いいますか、財産及びそういうものにつきましては、町のものとして置くという必要がご

ざいます。町のものでない場合には、持って行かれたりということになりますので、そこ

ら辺を考慮いたしまして、今回の措置をとらせていただいたということで御理解いただき

たいというふうに思っております。

○議長（渡 政 君） 瀧川議員。

○９番（瀧川榮子君） ６００万円ほどの大きな備品が入れかえ行われたのですけれど

も、これまで契約を始めてから３年間の間に、この備品が入れかえられたということで、

報告はあったということなのですけれども、郊楽苑から報告はあったけれども、金額的な

請求というのは、町に対してこれまで、ことしになるまで全くなかったのかどうかという

ことについてお聞きします。

○議長（渡 政 君） 商工観光課長。

○商工観光課長（大槻祐二君） お答えいたします。

請求という、書面での請求という形ではございません。

以上です。

○議長（渡 政 君） 瀧川議員。

○９番（瀧川榮子君） 請求がなかったということなのですけれども、今回９月に請求が

出てきました。９月と１２月では、５８万円ほどの開きがあります。また、この備品の中

から物品が消えたものもあります。９月時点で、これはもう支払いが終わっているという

ことで請求が来ていると思うので、この９月時点では、１２月に５０万円減ったというこ

とは、架空請求があったと思われても仕方がないような状況があったのではないかと思う

のですけれども、それについてはいかがでしょうか。

○議長（渡 政 君） 商工観光課長。

○商工観光課長（大槻祐二君） お答えいたします。

これにつきましては、１３日の全員協議会でも御説明したかと思いますが、備品の取り

決めを甲乙両者で協議した上で決めております。以前から、第三セクターのころから、公

社時代からあったものという判断と、今後郊楽苑旧交流センターを継続的に運営していく

ために、町のものとして置くべきものという判断の中で行われてございます。

以前は、９月の段階では、郊楽苑さんと協議した段階でいただいた請求書の中には、第

三セクターのころからなかったもの、追加で買ったもの等がございましたので、これらを

支払わないということで甲乙協議いたしまして、決定して減額となってございます。

以上です。

○議長（渡 政 君） 瀧川議員。

○９番（瀧川榮子君） それを架空請求であったのではないかと思われても仕方がない状

況だということの発言で、例を挙げると、ソフトクリーム機の修理というのは、９月議会

では１１万２,９８０円でした。１２月議会では４万５,２５５円と、差額として１２月議

会で出された金額は６万７,７２５円安くなっています。このことから、金額の精査とい

う意味とか、請求したときのその金額、どうなっていたのかという思いで今の質問をしま

した。いいのですけれども、済みません。

これだけの違いがある、一つの器具で。そんなたくさんではないのですけれども、この

一つの器具で、これだけの金額の違いがあって、そして全体では大体４０％ぐらい金額の

違いがざっと出てくるのですよね。かなり私としては不信に思いました。ですので、よろ
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しくお願いします。

○議長（渡 政 君） ちょっと係のほうで、質問に対してわかりやすくもう少し答弁を

お願いします。ちょっと食い違いがあるのですね。ですから、もう少しきちっと答えてく

ださい。

商工観光課長。

○商工観光課長（大槻祐二君） お答えしたいと思います。

確かに９月の段階では、正式に請求書という形でいただいているわけではございませ

ん。どのぐらいそういうものに関してかかったのかというところに関して、株式会社郊楽

苑さんのほうから、このぐらいの金額だということでの話を受けまして予算計上させてい

ただいたと。ただし、御説明しているとおり、請求書、領収書等の確認をした上で支払う

ということでございましたので、額が確定して支払ったということでございます。

以上です。

○議長（渡 政 君） 瀧川議員。

○９番（瀧川榮子君） このことについては、もう終わりにしようと思うのですけれど

も、９月議会で、この予算がそのまま通って支払われていたとすれば、この金額の減とい

うのはなかったかもしれないということで、これからもしっかり精査していただければと

思います。

五つ目に移ります。これまでの契約書は不備があるということで、内容変更されること

と思います。現在の契約期間は、２６年３月３１日までとなっていますが、その後の契約

についてどのように考えておられるのか、お聞きします。

○議長（渡 政 君） 町長。

○町長（水沼 猛君） お答えを申し上げます。

その前に、９月議会でもし通っていたならばというお話がございました。いずれにして

も、先ほど予算計上はしましたけれども、個別に支払いをするものについては、先ほど

言ったように厳密に精査をして支払うべきもの、支払うべきではないもの、しっかり分け

てやってきております。それはもう９月の時点でも同じでありまして、執行するに当たっ

ては、そういう形でやってまいるということは当たり前の話であります。税金を使うこと

でありますので、そういういい加減なことはすることは全くない、そういうことでありま

す。

まず、２６年３月３１日以降の契約について、どのように考えているかという御質問で

ございますが、今お尋ねのとおり、現契約書について不備がございまして、見直すという

ことで、１３日の全員協議会で新契約書案について御説明をしたところでございますが、

平成２６年３月３１日以降のことにつきましては、現時点では、このような契約などの見

直しを行いましたので、新たに公募の手続をする必要があるのではないかと考えておりま

す。

また、このような公の施設、これを将来的にも継続的に存続させる場合においては、こ

のような賃貸借契約の方法がいいのか、その辺のところも、また、他の方法等も視野に入

れながら検討してまいりたい、このように考えております。

○議長（渡 政 君） 瀧川議員。

○９番（瀧川榮子君） 済みません、公募の必要が２６年３月３１日、契約期間が満了し

たときに公募の必要があると考えている。ちょっと聞き取りにくかったのですけれども、

公募の必要があると考えているということでしょうか。町として、その２カ月前までに乙
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に対して、ここのところで契約は一応解消しますということを申し入れるということにな

るんでしょうか。

○議長（渡 政 君） 町長。

○町長（水沼 猛君） 当然２６年３月３１日で契約期間が終了する。双方、お互いに何

でもなければ、これで継続していくということになりますが、先ほども言いましたよう

に、契約書を今回いわゆる見直し変更、新しい契約書というものにするということで、御

案内した、説明したところであります。したがいまして、そういう状況の変化があるわけ

でありますから、そのことについて我々も考慮しながら、今回新たに契約、３月３１日以

降の運営についても、再度公募をしながらということも考えていかなければならないので

はないかということを現在我々としては思っている、そういうことでございます。

○議長（渡 政 君） 瀧川議員。

○９番（瀧川榮子君） 現契約もあるのですけれども、契約内容が変わって、町の業者さ

んたちも参入しやすい条件が整ったのではないかと思いますので、ぜひ広く公募できるよ

うにしていただきたいと思います。

六つ目です。契約書の賃貸料の改定は、甲が賃貸物件に特別の費用を負担することに

なったとき、その他の正当な理由があるときは、賃貸料を改定することができるとありま

す。多額の費用が町側から出ている状況があり、賃貸料の改定につながると考えますが、

見解をお聞きします。

○議長（渡 政 君） 商工観光課長。

○商工観光課長（大槻祐二君） 御質問にお答えしたいと思います。

賃借料の改定について、どう考えているかという御質問でございますが、瀧川議員の御

質問のとおり、契約書第７条の貸付料の改定に、そのように記載されておりますが、現在

の賃借料の算定は、財務会計規則及び別海町行政財産使用料条例に定められているよう

に、土地の評価額や不動産鑑定士による評価額等を根拠として決定しております。

契約書の条文の解釈につきましては、現有施設の資産評価価値が大幅に変更になった場

合、例えば増改築工事をして床面積がふえた場合だとか、今まで以上の設備にした場合、

また、土地評価額が著しく変動した場合などのことを想定しておりまして、今回のような

老朽化したものを機能回復するための費用については、該当しないものと考えておりま

す。

以上です。

○議長（渡 政 君） 瀧川議員。

○９番（瀧川榮子君） 契約内容が変わって、これから町が負担する金額も随分大きく

なってくると思います。土地や建物の経年的な評価だけではなくて、改修による快適性と

か、また、費用負担の増大などを計算する必要があると考えます。今の金額ですと、１カ

月１４万円で賃貸ということで非常に安い金額になっていますので、このことについて

も、今後ぜひ検討の一つとして入れていただければと考えています。

次の質問に移ります。高校生就職のための企業援助について。

たくさんの若者が毎年進学に、就職にと町を離れていきます。就職は地元でと思ってい

る生徒がほとんどですけれども、職場が見つからないという状況があるというのが進路指

導の先生の説明です。人口減が著しい町としては、とても残念なことだと考えますが、見

解をお聞きします。

○議長（渡 政 君） 町長。
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○町長（水沼 猛君） たくさんの若者の就職先が見つからない状況を、どのように考え

ているかということでございます。

御指摘のことにつきましては、以前から我々としても町の課題でありますし、大きな問

題として認識をしているところでございます。特に若い皆さんの雇用の機会の確保につき

ましては、一次産業、二次産業など、すべての産業において活性化、また、発展されるこ

とが必然的に大事なことであり、雇用の創出につながるものと思っておりまして、町とい

たしましても、すべての産業においての振興対策を含めて、若者の皆さんの雇用機会の確

保について、今後とも十分に検討し、その方向で努力をしていきたい、そのように考えて

おります。

○議長（渡 政 君） 瀧川議員。

○９番（瀧川榮子君） 人材育成には時間がかかるということで、職種によっては、自分

のところでは、本当に一人前にしようと思うと１０年もかかるんだよなというようなお話

もお聞きしました。町内の事業者に人材育成のための援助ということで、２度一般質問で

お聞きしてます。１度目は、「助成は全く考えていない」ということで答弁でした。「中

小企業振興策の研究作業の後、提言をもとに指針を定めて、人材確保及び育成策を含めた

施策を講じる方針」とも答弁されています。

２度目の質問のときには、「検討していますが、まだ実施には至っていないのが現実」

という答弁でした。町内事業所は、仕事につき始めて１年、２年と経験を積み始めた若者

もいると考えます。企業努力で雇用し、育てている事業所に対して、援助の方向性は今検

討、努力するということなのですけれども、現在どのようになっているのか、お聞きしま

す。

○議長（渡 政 君） 産業振興部長。

○産業振興部長（有田博喜君） 御質問にお答えします。

平成２３年３月に別海町中小企業振興協議会、そちらから町に対しまして中小企業振興

策提言書というものをいただいております。この中に、人材教育の必要性や人材の育成が

提言されております。現在、瀧川議員のおっしゃっている特化した人材育成のための援助

というものは、現在行っておりません。しかし、中小企業者を底支えするための利子補

給、そういった事業などは、大きな意味での企業支援だと思っているところでございま

す。

今度とも関係団体や、今現在委員を募集しておりますが、来年１月に発足を予定してお

ります別海町中小企業振興検討会議という会議の中で検討していきたいというふうに考え

ております。

以上です。

○議長（渡 政 君） 瀧川議員。

○９番（瀧川榮子君） 利子補給というのは、本当に企業支援だと思いますけれども、そ

れは新たに卒業した子供たちを迎え入れなくても、企業支援というのは継続して行われる

ものだと思います。新たにその子供たち、別海に住み続けたいという子供たちに対して支

援するということとは、また企業支援といっても中身が違うと思うのですけれども、その

ことについてはどのようにお考えでしょうか。

○議長（渡 政 君） 産業振興部長。

○産業振興部長（有田博喜君） その御質問にお答えいたします。

若者に対する人材育成、そういったものも含めまして、検討会議の中で検討したいとい
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うふうに思います。

以上です。

○議長（渡 政 君） 瀧川議員。

○９番（瀧川榮子君） 以前にも町がとったアンケート、そして高校でもアンケートを

とっているのですけれども、別海町はやっぱり自分たちにとってふるさとであって、１度

外に出ても、いずれは帰ってきたいという若者が多いというのと、それから就職するので

あれば、この地元で就職したいという若者が多いというのを、この間高校の先生からお聞

きしました。ですので、人口がどんどん減っている中で、若者支援というのをぜひ町とし

ても、一つの施策として入れていただきたいということを言いまして、質問を終わらせて

いただきます。

○議長（渡 政 君） 以上で、瀧川榮子議員の一般質問を終わります。

ここで、１０分間休憩いたします。

午前１０時５４分 休憩

──────────────

午前１１時０５分 再開

○議長（渡 政 君） 休憩前に引き続き、一般質問を再開いたします。

それでは、次に１５番中村忠士議員、質問者席にお着きを願います。

なお、質問は一問一答方式でございます。

○１５番（中村忠士君） 通告に従いまして質問をさせていただきます。

１点目です。災害時の住民避難についてであります。

各地域には数カ所、つまり複数の避難所等がある場合が多いわけですが、その場所につ

いて、住民への周知は十分ではないと思います。住民周知をどのように進めるか、考えを

お聞きします。

○議長（渡 政 君） 町長。

○町長（水沼 猛君） 中村議員の御質問にお答えを申し上げます。

避難所の場所について、住民への周知をどのように進めるかという御質問でございます

が、まず各地区におきます避難所の位置につきましては、地区ごとの施設位置と一覧表を

掲載をしているハザードマップ、これを平成１９年の作成時に全戸に配布をいたしており

ます。それ以降、各地域での防災訓練、また、防災講話のとき、ことしの別海町防災訓練

の際にも配布を行ったところであります。そのほかに本庁舎や、各支所及び連絡事務所で

も希望者に配布をしているところでございます。

また、別海広報においては、本年の７月号、８月号に避難所の一覧を掲載したところで

ございます。

なお、ハザードマップにつきましては、来年度に見直しをすることとしておりますの

で、その際には再び全戸配付を予定をしておりますが、今後も定期的に広報紙掲載などを

通してお知らせをしてまいりたい、そのように考えております。

○議長（渡 政 君） 中村議員。

○１５番（中村忠士君） ちょっと見落としていたのかもわからないのですが、町のホー

ムページに、この避難場所についての掲載が一時なかったように思うのですが、確認をし

ましたら、最近これが掲載されるようになったという前進面もあろうかというふうに思っ

ています。ただ、防災計画の中に、こういうふうに書いていますね。場所、避難所等の周

知方法として、町民に対し平時から避難所等を周知するため、避難所等表示板を避難所等
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に設置するというふうになっていると理解していますが、これがどの程度行われているの

か、全町的な状況についてお知らせいただきたいと思うのですね。

○議長（渡 政 君） 総務部長。

○総務部長（竹中 仁君） お答えいたします。

避難所の表示につきましては、各施設の近傍、その施設への出入り口付近に、指定避難

所であるという旨の表示をさせていただいているところでございます。

○議長（渡 政 君） 中村議員。

○１５番（中村忠士君） 私が強調したいのは、確かにそのような措置はとられていると

いうふうに思うのですが、私が強調したいのは、防災計画にあるように、平時からそれが

認識できるようにということが肝心なことだと思うのですね。そういう点では目立つよう

に、通るたびにそこにはっきりと、そこは避難所であるというようなことについて、例え

ば西春別駅前であると、４カ所あるわけですね。その４カ所に、その表示が目立つよう

に、みんなが通るたびにわかるようになっているかどうかということをちょっとお聞きし

たいのです。

○議長（渡 政 君） 町長。

○町長（水沼 猛君） 今、議員おっしゃられたこと、大事なことだと思っています。現

在の状況をもう一度しっかり現状を把握して、そして必要があれば、そういう方策も今後

検討してまいります。

○議長（渡 政 君） 中村議員。

○１５番（中村忠士君） ぜひよろしくお願いしたいと思います。

２点目の質問ですけれども、住民周知の点で、町の指定避難所等と中標津警察署のホー

ムページにある避難場所には、食い違いが生じていました。これについては、直ちに訂正

する必要があると考えて、その点については、町の担当の方にもお話をしているところで

すが、町の対応がどうなっているかということをお聞きします。

○議長（渡 政 君） 総務部長。

○総務部長（竹中 仁君） 中標津警察署のホームページについてでございますけれど

も、中標津警察署ホームページには、各町村の避難場所一覧表が掲載されております。

本町では、現在の最新の避難場所指定、これに変更になりました時点で、一覧表を警察

署のほうに持参いたしまして、更新していただくよう依頼をしておりましたが、議員御指

摘のとおり、更新がされていない状況でございました。１２月７日の日に再度中標津警察

署のほうに出向きまして、早急に更新していただくよう依頼をしたところでございます。

なお、先ほど議員おっしゃられましたとおり、町のホームページにつきましては、現在

最新の避難場所一覧情報を掲載しているところでございます。

○議長（渡 政 君） 中村議員。

○１５番（中村忠士君） この点は、以前にも指摘されていたことだというふうに認識し

ているのですが、大変役場としても忙しいのは重々理解はしているつもりなのですが、こ

ういう大変大事な問題でありますので、一定期間放置されていたというのが事実でありま

すから、その点、より綿密な取り組みを期待いたします。

３番目の質問に入ります。

３番目ですが、実際に災害が起きたときに、数カ所ある避難所等のどこに避難すべき

か、住民としてはとっさの判断が迫られるわけであります。自宅にいる場合、それから買

い物している場合、あるいはもっと遠くに、住居地でないところに出向いている場合、さ
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まざまな例が考えられます。それぞれの、その場所にいるときのとっさの判断が必要と

なってくると考えます。複数の避難場所等のどこにどのように避難するか、実際の場面で

は難しいことが出てくるものと思います。複数の避難場所等があることを前提にした避難

訓練、防災訓練は行われているでしょうか、これらの点に関する町としての指針は持って

いるか、お聞きいたします。

○議長（渡 政 君） 総務部長。

○総務部長（竹中 仁君） 避難場所の周知についてでございますけれども、先ほど御説

明した方法によるほか、避難場所及び津波避難場所の指定に伴いまして、各施設のほうに

は、一応表示看板等を設置しているところでございます。

このほか、町内に転入された方につきましても、転入手続の際にハザードマップを配付

するなどしまして、避難所の広報には努めているところでございます。

また、防災訓練の実施の際には、事前に自主防災会等との打ち合わせを行いまして、実

施地域の避難所を確認した上で、訓練または避難想定をしているところでございます。た

だし、本町では避難所ごとの対象区域、どの区域の方までがどの避難所に避難する、この

ような区域は定めておりませんけれども、議員が御指摘のとおり、実際に避難を想定した

ときには、災害発生時に個々の住民の方がどこにいらっしゃるかというようなことが、こ

れは想定ができないところでございますので、とにかく最寄りの避難所に避難していただ

くことが、一番被害の軽減につながるものと考えておりますので、このような観点からス

ムーズな避難がなされるように、今後とも日ごろから避難場所の広報活動等について、最

善の方法を検討してまいりたいというふうに考えております。

○議長（渡 政 君） 中村議員。

○１５番（中村忠士君） 対策をとるということでありますので、ぜひそれを具体化して

いただきたいと思うのですが、避難訓練というか、防災訓練の現状、これが悪いというふ

うに私は非難するつもりは全くないのですが、現状としては、例えば私の住んでいる地域

で防災訓練が行われると。地域会館に１回集合して安否確認をして、そしてある箇所に避

難するということになるわけですが、実際は違いますね。実際に災害が起きたときには、

部長おっしゃられるように、最寄りの施設に避難するということ。だから例えば駅前で言

えば、ふれあいセンターの場合もあるだろうし、西公民館の場合もあるだろうということ

なのですが、そのことについて、住民は十分な理解は、まだされていないような気がしま

す。実際の災害になったときには、そういうことだよという感じがします。これは自主防

災組織が悪いとか、どこが悪いとかということじゃなくて、やっていかなければ、そのこ

とを理解していただかなければ、あるいは周知しなければならない内容かと思います。具

体的な問題として、災害が実際に起きたときにはどうなのかということを、もう少しきめ

細かく町として想定して、想定できない部分ももちろんありますから、そこまで言いませ

んけれども、ある程度想定できる部分については想定して、実際の災害が起きたときには

こうだということを、よく自主防災組織等と連携しながら、協議しながら、それにふさわ

しい防災訓練等が必要ではないかという提起でありますが、どうでしょうか。

○議長（渡 政 君） 町長。

○町長（水沼 猛君） もちろん、今部長が答弁したように、まず避難場所の周知です

ね。やっぱりこれは住民すべての人がまず認識をしてわかっていただく、そういうことが

大前提だと思います。それから災害の、どういう災害に対してどういう避難行動をとる

か、それらも含めて、やはりこれは訓練というのが一番そういう面では大事であります
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し、訓練と同時に、それらの対処の方法もそういう中で一緒に勉強しながら、そしてまず

は自分自身が安全をどうやって確保するか、そのことを含めて、やはり先ほど言いました

ように、住民の皆さんの認識、意識の問題というものも大事にしながら、そして周知を

しっかりしてやっていく、そういうことが大事なことでありますので、いずれにしても今

後、今災害に備えるということが極めて大事なことでありますので、そのことについて、

今後ともしっかり住民の皆さんと一緒になってやっていく、そのことを今後ともやってま

いりたい、そのように思っております。

○議長（渡 政 君） 中村議員。

○１５番（中村忠士君） 町長おっしゃるとおりに、避難するのは個人個人ですね、やは

りね。防災計画にも明記されています。避難は、避難者みずから行うことを原則とすると

いうことであります。この点は非常に大事なことだと思うのですが、それをサポートする

のは、やはり行政の責任であるというふうに思います。住民個々が本当に身の安全を確保

できるように、日ごろからさまざまなサポートをしていく、必要な提言は行っていくとい

うことが、町長おっしゃられるように必要だと思いますので、この防災計画に沿った具体

化を、ぜひさらにしていただきたいと思います。

４点目の質問に入らせていただきます。

現在避難所等に指定されているところでも、耐震強度がなく、実際上は避難所にならな

い、またはすべきでないところもあります。これについては精査をして、実際の状況に合

わせて指定していく必要があると思いますが、この点についての町の考えをお聞きしま

す。

○議長（渡 政 君） 町長。

○町長（水沼 猛君） お答えを申し上げます。

まず、現在指定をしております３４カ所のうち、耐震性の伴わない施設、これについて

は中西別の福祉館、それから中春別福祉館、上西春別中学校、それから中春別中学校、こ

の４カ所となっております。このうち、中西別福祉館については、現在改築中でございま

して、本年度中に完成をいたします。それから、中春別の福祉館については、来年度中に

は改築を完了させる、このような計画となっております。

また、中春別中学校につきましては平成２７年度、それから上西春別中学校については

平成２９年度に建物の改築工事が完了する予定でございます。おのおのその前年度に、校

舎部分の改築が完了する予定となっております。

このように、整備完了までには若干の期間がかかりますが、住民避難については、地震

災害だけではなくて気象災害、また、先日道内で発生をいたしました大規模な停電なども

想定をされることでありますので、状況に応じた運用方法について、地域町内会や自主防

災組織の皆さんの御意見もまたお聞きをし、避難所の一時指定の解除や、また、集約も含

めて検討を今後してまいります。

以上であります。

○議長（渡 政 君） 中村議員。

○１５番（中村忠士君） 基本的には、町長の今おっしゃられた点で理解はしますが、来

年度ハザードマップを見直すということになっているようにお聞きをしました。その点、

今のこと含めて、現状に合わないというのも現実にあるわけですから、数カ所ですけれど

もね。その点については、住民にきちっと理解をしていただくということをさらに徹底さ

せる新たな方法が必要だろうというふうに思いますので、よろしくお願いいたします。
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５点目でありますけれども、これも実際の場面を想定していくと、なかなか難しいとこ

ろがいろいろ出てくるということでお聞きをしますが、実際の災害時に避難所等に住民が

避難してくることになりますけれども、そのときの各施設の管理、それから避難者の掌握

などについて、だれが指揮をとるのか、先ほども西春駅前では４カ所あるわけですね。４

カ所に分散して、それぞれ避難が行われると思うのですが、それぞれの施設のところで、

だれが管理の責任、だれが避難者の掌握を指揮するのかというようなことは、十分には理

解できていません。その点どうなのか。それから、避難者の名簿の作成はどうするのか、

どういう形でどういうふうに作成していくのか。それから、町災害対策本部などとの連絡

体制はどうするのか、これもだれが指揮をとるのかということと関連してきますけれど

も、そういうことなどの具体的なシミュレーション等はされているかということについて

お聞きします。

○議長（渡 政 君） 総務部長。

○総務部長（竹中 仁君） お答えいたします。

別海町地域防災計画におきましては、避難所の開設及び運営に際し、速やかに町職員等

の指揮責任者及び補助者を配置することとしておりますけれども、大規模災害時における

対応といたしましては、すべての避難施設に特定の職員等を派遣する方法には、困難があ

るものと考えております。このことから、避難所を開設した際には、災害時における共助

の考え方から、各避難所地域の町内会及び自主防災組織の協力を得て、管理運営する方法

を考えて検討していく必要があると思っております。

また、避難者名簿の作成についてですけれども、避難者自身が記入する方法や、町内会

等の台帳の利用などが考えられますけれども、地域事情に応じた方法で実施することにな

ると考えております。

しかし、先ほどお答えいたしましたとおり、災害発生時には、必ずしも自分の居住して

いる付近の避難所に避難するとは限らず、地域住民以外の方の避難も想定されることか

ら、名簿の作成方法に関しましては、避難者自身による記入方式が基本になるということ

を防災訓練の実施の際にもお伝えしているところでございます。

次に、災害対策本部との連絡体制につきましては、各避難所の電話について、災害時優

先電話の指定を受けており、その旨自主防災会等にはお知らせをしております。

避難所開設時には、これら優先電話利用を含め、災害対策本部が置かれる役場担当部署

と連絡を取り合うこととしております。おのおのの項目についての考え方は、御説明した

とおりですが、これらを実践するためには、平時の訓練等による取り組みが必要となりま

すので、今後地域で行われる防災訓練の実施等に合わせて、これらの一連の流れが確認で

きるよう、訓練計画なども策定してまいりたいというふうに考えております。

○議長（渡 政 君） 中村議員。

○１５番（中村忠士君） 避難者名簿の作成については、本人自身による記入を基本にす

るということは、今おっしゃられたので、その点をやはりきちっと徹底していただきたい

と。ただし、実際に災害が起きたときに、いろいろなことが想定されますから、なかなか

かっちりと絶対それじゃなくちゃいけないということも、それはある意味危険ですから、

その点はそれを踏まえた形でやる必要あると思うのですが、ある程度の指針はしっかりつ

くっておく必要があると。ということですから、御自身による記入が基本だということを

さらに徹底していただきたいということと、それからもう既にその名簿等の準備はできて

いなければいけないというふうに思うのですね。どの紙に書いてもいいのだけれども、住
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所を書くのとか、年齢は書くのかとか、そういう細かいことが出てきますわな。そういう

ことも含めて、シミュレーションしていくということが必要かというふうに思います。ぜ

ひ自主防災組織等と、その点をしっかり協議していただきたいというふうに思います。

それから、連絡の関係なのですが、電話回線とか携帯電話が不通になった場合どうする

のかということが、ちょっと今のお答えの中にはなかったような気がしますので、その点

再度お聞きします。

○議長（渡 政 君） 総務部長。

○総務部長（竹中 仁君） 連絡体制につきましては、まさしく今議員おっしゃられまし

とおり有線回線、これに加えて携帯電話も不通になったという状況におきましては、支所

には役場の行政防災無線等も設備はしておりますけれども、すべての避難所近郊の施設

に、こういった設備が具備されていない状況でございます。海岸線につきましては、日ご

ろから津波等の警報が発報されることもありますので、防災無線等の配備をしております

が、海岸線以外の地域につきましては、今のところ有線回線及び携帯電話等の連絡手段が

途絶えた段階では、連絡方法が確保されていないという状況でございます。

○議長（渡 政 君） 中村議員。

○１５番（中村忠士君） なかなか難しいところですが、そういう連絡方法が途絶えた場

合どうするのかということをぜひ想定して、計画をつくる必要があるのではないかという

ことを指摘して、次の質問に入らせていただきます。

前々から出ている問題でありまして、何度かお話をさせていただきましたけれども、内

陸部の避難所の備蓄品についての検討は、どの程度進んでいるかということであります。

検討するということでお話は伺っていたのですが、その検討状況をお知らせいただきたい

と思います。

○議長（渡 政 君） 総務部長。

○総務部長（竹中 仁君） 災害時における備蓄品の整備につきましては、ライフライン

に障害が発生した事態などを想定いたしまして、暖房、照明の確保を含めて、ただいま検

討作業を進めております。

今回の道南地方におきます送電線のトラブル、これらの報道からも、これらの必要性を

再認識しているところでございます。具体的には、発電機、ストーブ、照明機材等を備蓄

して、緊急情報に対応可能な整備を進めるように考えておりますが、施設の大きさや想定

される避難者数に応じた機材の規模や数量、それから施設に備えられている既設の暖房機

器の活用なども含めまして、効率的かつ経済的な整備方法を検討してまいります。

また、食料備蓄に関しましては、以前にもお答えしましたとおり、現在海岸地域に配備

しておりますものと同規模の整備を進めるということは難しいものがございますが、地域

企業、商店との協定などによる用品の確保や、特に乳幼児及び高齢者の方を優先した備蓄

資材の確保など、多面的な検討を行いまして、来年度に予定しております防災計画の見直

し作業とあわせて、第６次別海町総合計画に位置づけ、整備計画の具体化を図ってまいり

たいというふうに考えております。

○議長（渡 政 君） 中村議員。

○１５番（中村忠士君） これも来年の防災計画の見直しの中で、これは明記されるもの

と思いますので、ぜひ具体的な明記がされるようにお願いをしたいのですが、一つの提案

として、以前これは学校で行われていたことでありますけれども、交通の問題だとか、さ

まざまに今よりも大変状況が厳しい中でのことでしたから、それが必要だったことだと思
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うのですが、携行食を備蓄してましたね、学校で。これは児童生徒用のその人数に合わせ

ての携行食、乾パンであるとかそれに類したもの。それを学校給食の給食費の一部から児

童生徒用としてそれは確保して、１年間過ぎたら、何もなければそれを児童生徒に還元し

ていくというような形で、常に学校には、そういう程度のですが、食料はあったというこ

とが長年続いていたというふうに思うのですね。だから一つの形、これがすべていいとい

うふうには、検討していかなければいけないと思いますが、そういう方法も考えられると

いうことでお話ししたわけですが、その点でそういうようなことが考えられないかどうか

ということで、ちょっとお聞きしたいと思います。

○議長（渡 政 君） 総務部長。

○総務部長（竹中 仁君） 先ほど申し上げましたように、考え方ですとか検討の内容に

ついては、いろいろな多面的な方法があると思います。特にやはり災害弱者と言われる乳

幼児、それからお年寄りについて、まず優先的に考えるべきかなということで先ほどお答

えを申し上げましたが、今議員がおっしゃられたように、それにかわる、または比較的容

易に取り組める備蓄資材等の確保方法につきまして、いろいろな角度から検討を進めてま

いりたいと思いますので、今時点でどの方法を取り入れるというようなお答えはちょっと

できませんが、御意見を参考にしながらいろいろ検討を進めてまいりたいと思いますの

で、御理解いただきたいと思います。

○議長（渡 政 君） 中村議員。

○１５番（中村忠士君） ぜひよろしくお願いします。

２点目の質問に入ります。

２点目ですが、介護保険制度の現状と対策についてであります。その１点目として、こ

とし４月から生活援助の時間短縮、報酬改定が行われたことにより、訪問時間を減らした

り、サービス内容を制限する利用者がふえた。また、ヘルパーさんは、より時間に追わ

れ、その上給与が減額になるなど、全国的にさまざまな問題が出てきています。

町では、どのような影響が出ているか、把握されている事例等について状況をお知らせ

ください。

○議長（渡 政 君） 福祉部長。

○福祉部長（佐藤次春君） それでは、私のほうからお答えいたします。

御質問にありましたとおり、介護保険制度の報酬改定によりまして、平成２４年４月か

ら訪問介護の時間区分が見直されましたことで、結果として生活援助の利用者の中には、

利用時間を短縮された方もおられます。

把握している事例について紹介いたしますと、別海町で生活援助を利用しておりました

要介護の方、これは１０名の方になりますが、これらの方につきましては、サービス担当

者会議でサービス内容を精査しまして、プランを立てて対応しているということでござい

ます。サービス内容によりましては、時間を短縮できる場合とできない場合と、こういう

ことで対応が異なっているという実態でございます。

御存じのとおり、今まで「３０分以上６０分未満」という一つの区分が、「２０分以上

４５分未満」というふうに改正になりました。

また、もう一つは、「６０分以上の区分」が「４５分以上」の区分にと変更になってお

りますけれども、これまで６０分未満を利用されていた方は６名おります。この方々の例

で申し上げますと、「６０分未満」を「４５分未満」に変更したという方が３名でありま

す。
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それから、同じく「６０分未満」から、「新しい制度の４５分以上」に変更したという

方が２名おります。また、「６０分未満」から「身体介護などの訪問看護と併用」に変更

したという方が１名おります。

それから、これまで６０分以上利用しておりました方が４名おりますが、「６０分以

上」から「新制度の４５分以上」に変更した方が３名。「６０分以上」から「４５分を２

回」利用に変更された方が１名という状況になっております。

このことによりまして、時間を短縮された方が、合わせて６名おられるということです

が、このことにつきましては、利用者の方々のほうから特に不安とか不満は出ておらない

ということで聞いております。

ただ、実態としまして、サービス時間が減っておりますので、一部には家族の負担がふ

えたというような実態はあるというふうに聞いております。

以上でございます。

○議長（渡 政 君） 中村議員。

○１５番（中村忠士君） 町として、実態把握はされていないということではなくて、あ

る程度の把握はされているというふうに理解をいたしましたが、まだまだ部分的な把握か

なというふうにも思います。

小樽市では、市全体の影響調査をしています。ぜひ全体的な状況を把握されるように、

今後努力していただきたいなというふうに思います。

クレームというのか、このことによって表面的に大変困っているという意見はないとい

うようなことでしたけれども、１２月６日に北海道新聞が特集を組みまして、このことに

ついて記事を載せているのですけれども、改定のねらいは効率化だと。厚生労働省は、６

０分を４５分にすれば、１日５件の訪問を６件にできるとし、買い物は２８.７分、洗濯

は１６.６分という調査結果を示したが、現場はそのとおりにはいかないということで指

摘をしています。回数をふやせば利用料が増すため、時間を短縮する利用者はふえたと。

これはもう全国的に起こっていることですし、今部長がおっしゃられた、我が町でもその

ことは出ているということであります。ということでありますので、できるだけ全体的な

状況を把握されるようにする必要があるのではないかというふうに思いますが、再度その

点でどうでしょう。

○議長（渡 政 君） 福祉部長。

○福祉部長（佐藤次春君） ただいま中村議員言われたとおり、今回の訪問介護系のサー

ビスについて言いますと、国が効率化を図っているという流れは、確かにあるのだという

ふうに思います。ただ、自立支援に資する部分がどこなのかという国としての判断のもと

に、やはり在宅に結びつく部分のサービス、介護報酬を今回上げるという部分で、デイ

サービスですとか、ただいま話題になっております訪問介護系につきましては、確かに報

酬全体を見ると、区分を含めて、国の流れとしてそういう方向にあるなという感じがあり

ます。ただ、中村議員言われましたとおり、別海町の状況の全体をと言いますと、生活援

助を含めまして、今の訪問介護の関係で言いますと、大きく変化がないというのが実態で

す。といいますのは、予防サービスの部分は、この生活援助と身体介護の区分けがありま

せんので、実態として、このことによって何か影響が起きたかと言いますと、単位が下

がったということになります。予防のほうですね。介護予防、要支援の方々に対する部

分。ですから、この部分は介護員さんの報酬にはね返るのでないかという心配は理解でき

ますれけれども、実態として同じサービスをしたとしても、事業所に収入になる部分が、
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それぞれ改定で下がっているということも町のほうとしては把握をしておりますけれど

も、先ほど申し上げましたとおり、国の今回の介護保険制度の報酬改定の中での、全体の

中でのその一部分をとらえてみると、そういう実態になっているということは、おっしゃ

るとおりだと思って、今後とも町の事業所の実態等も把握しながら、利用者さんの声も聞

きながら町としてもできる支援、あるいは必要な協力はしてまいりたいというふうに思っ

ております。

○議長（渡 政 君） 中村議員。

○１５番（中村忠士君） ぜひ全体的な実態把握をしていただきたいと思いますが、北海

道新聞は、このように記事を掲載しています。「特に独居老人への影響は深刻だ。薬の飲

み忘れを確認する時間がなくなった」と話すのは、札幌市のケアマネージャー。担当する

お年寄りの４人に１人は独居で、認知症の人も多く、ヘルパーは掃除、洗濯、買い物、食

事の準備を家族のかわりにこなす。制度改正後は、さらに時間に追われ、先日は利用者か

ら「財布がなくなった」と言われたが、ヘルパーは一緒に探すことができなかったと。こ

のケアマネージャーは、「このままでは生活ではなく、生存させているだけだ」と嘆くと

いうふうなことを現場の声としておっしゃっていますね。これが全部別海町に当てはまる

かどうかというのは別ですけれども、全国的に、全道的にこういう実態が、この改定に

よってあらわれているのだということを踏まえた上で、実態把握に努めていただきたいと

いうふうに思います。

２点目の質問に入ります。

以前から、介護施設の経営は大変だという話を聞いています。それぞれの施設の経営が

維持され、サービスが安定的に提供される必要があります。町は各施設の経営状況、抱え

る問題や悩みなどについては、把握する努力はされているでしょうか、また、支援策につ

いては、どのように考えているかお聞きします。

○議長（渡 政 君） 町長。

○町長（水沼 猛君） お答えを申し上げます。

町におきましては、現在地域密着型サービス事業所については、年６回の運営推進会

議、これを開催をいたしまして、事業所、また、利用者の御家族の皆様等との意見交換な

どを実施をしてきております。また、各事業所の介護支援専門員の方とも、年６回の会議

を通じまして、それぞれ抱える問題等々把握をいたしまして、スムーズに事業が展開でき

るように、町としてもそれらを共有をいたしながら適切な、また、アドバイスや相談など

の対応にも努めてきております。

これまで経営面に対する支援の要望などにつきましては、特にございませんが、施設の

経営が維持をされ、サービスが安定的に提供されることが重要でございますので、今後も

各事業所がそれぞれ問題や悩みなどを町に安心して相談できるような仕組み、体制づく

り、これも考えてまいりたい、そのように考えております。

○議長（渡 政 君） 中村議員。

○１５番（中村忠士君） 運営推進会議の件については、お聞きをしていたところであり

ますけれども、別海町の全体の運営業者さん、この介護に関する業者さんを網羅したもの

であるかどうかということは、ちょっと疑問があります。その点をちょっと確認したいの

です。全体を網羅した、そういう懇談会等になっているか。なっていないとしたら、それ

はそういうものにしていくべきではないかなと考えますがいかがでしょうか。

○議長（渡 政 君） 福祉部長。
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○福祉部長（佐藤次春君） 運営推進会議の開催状況といいますか、対象の質問ですけれ

ども、町長も申し上げましたけれども、現在町が開催しております運営推進会議は、地域

密着型サービス事業所を対象にしておるということで、具体的に言いますと、いわゆる民

間のグループホーム、あるいは小規模多機能型共同生活介護の施設ということでありまし

て、すべての事業所を対象にしているということではございません。ただ、先ほど町長も

申し上げましたが、介護支援専門員、このサービス提供、いろいろな計画をつくる担当者

ですが、この方々については、すべての事業所を対象にして、年６回会議を開催しており

ますし、その定期の会議以外にも包括支援センターですとか、いろいろなところでそうい

う関係者の会議を開いた中では、実情の把握には努めているということでございます。

○議長（渡 政 君） 中村議員。

○１５番（中村忠士君） 部長もちょっと先ほど触れられたと思うのですが、この改定に

よって経営が大変、さらに状況として厳しい状況を強いられているということでありまし

て、別な新聞ですけれども、こんな記事があります。この改定によって、減収があった

と。その減収に伴って、４月から常勤職員の給与を月２万円下げたと。非常勤の登録ヘル

パーは、実働時間の減少で月収７万円から８万円の人が、月６万円を切るまでになってし

まった。募集しても新しいヘルパーは集まらず、ヘルパーの資格を取るため、研修に来た

人も、余りの低賃金で他業種へ移っていく、こういうふうに嘆いている現状であります。

新たな状況の中で、さらに厳しい状況を強いられている、この介護施設等の支援というも

のが大変急務になっているかと思いますので、ぜひ力を入れていただきたいということを

申し上げて、３点目に行きます。

３点目でございますが、町内業者育成と地域循環型経済の確立について御質問します。

１点目ですが、町の公共工事並びに委託事業に関して、町内業者発注率の推移を見る

と、工事については、平成１８年度から２０年度の３年間の平均ポイントは９２.１９ポ

イント、平成２１年度から平成２３年度の３年間の平均ポイントは８４.５６ポイント

と、８ポイント近く下がっています。

また、委託については、６８.０５から５８.２０と１０ポイント近く下がり、その傾向

はさらに大きくなっていますが、これらの原因についてどのようにとらえているかお聞き

します。

○議長（渡 政 君） 総務部長。

○総務部長（竹中 仁君） お答えします。

町内業者への発注率ですけれども、これはその年の発注内容、特に工事では、発注の工

種によって、このポイントが増減いたします。御質問の平成２１年度から３年間の平均ポ

イントが大きく下がった理由は、平成２１年度におきまして、規模の大きな病院建設工事

を発注したためです。この工事は技術的難易度が高い工事で、技術力を特に結集する必要

があるといたしまして、特定建設工事共同企業体を公募条件といたしましたが、企業体に

参加した町外業者の持ち分が比較的大きかったため、町内発注率が下がったものでござい

ます。

次に、工事に関連する委託業務ですけれども、土木設計、建築設計、地質調査など、実

施に当たり、資格や業務実績等が必要なものについては、保有資格や実績などを確認した

上で町外業者に発注をしております。例えば土木設計では、矢臼別演習場の土砂流出対策

工事調査設計など、１件で５,０００万円を超える設計もあり、このような業務を町外業

者に発注することが、町内業者への発注率低下の要因となっております。
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御指摘の直近３年の町内業者発注率が低下した要因につきましては、これら土木建築設

計業務の占める割合が高かったということにございます。

○議長（渡 政 君） 中村議員。

○１５番（中村忠士君） 原因については、ある程度理解はできるのですが、特に委託に

ついては、年々下がってきている傾向があるということでありますので、これをぜひ高め

てほしいという観点で、２番目の質問にちょっと入らせていただきます。

町内業者発注率を高めることを初め、町内業者の育成を図りつつ、地域循環型の経済を

より広げ、発展させていくための対策について、町はどのように考えているか、この点に

ついてお聞きします。

○議長（渡 政 君） 町長。

○町長（水沼 猛君） お答えを申し上げます。

ただいま、先ほど総務部長が答弁をしたとおり、工事、また、委託業務ともに工事の種

別や業務の内容などの事情から、町外業者へ発注するケースがございますが、地元業者が

行えるものについては、すべて地元業者へ発注するということにこれまでも努めてきてお

ります。

今後この方針を堅持をいたしまして、町内業者の受注率向上、これをまず図ってまいり

たいと考えているところでございます。

また、町内業者の育成につきましては、入札時に所定の内容が具備をされた内訳書の提

出などを求めまして、参加企業の積算技術を向上することで受注機会の拡大につながるよ

うに今しているところでもございます。

次に、地域循環型の経済をより広げて発展させていくための対策でございますが、公共

工事に限らず、酪農、水産といった一次産業で生み出されたものを、できるだけ多く別海

町内で消費していく取り組みでありますとか、一次産業などで必要とされる資材などの必

需品を可能な限り町内業者が受注する仕組みづくり、これらも求められていると思ってい

るところでございます。

今後とも、このことを念頭に置きながら、行政だけで考えるのではなくて、地域循環型

経済構築に向けまして、商工会を中心といたしました地元経済界の皆さんと協力をしなが

ら今後とも検討していく、そういうことにいたしたいと考えているところでございます。

○議長（渡 政 君） 中村議員。

○１５番（中村忠士君） 中小企業振興基本条例が制定されたわけですけれども、中小企

業振興の指針をつくることになっていました。その点については、まだ策定されず、めど

は立ったということでありますけれども、当初の計画では、ことしの５月に作成が完了す

ることになっていたのだけれども、それがおくれてしまったのが現実ですね。ぜひ地域経

済に対する非常に厳しい状況にあるということについては、認識されていると思うのです

が、より危機意識を持って取り組んでいただきたいと思います。そういう点で、幾つか具

体的な提案を申し上げます。時間がなくなりましたので、はしょった言い方になりますけ

れども、３点ほど提案させていただきます。

１点目は、決算審査の中でも言われたことでありますが、エコ住宅の補助していますけ

れども、これをさらに広げる、住宅リフォーム補助制度の創設に広げていくことはできな

いかということであります。エコ住宅に関しては、平成２３年度に１,３００万円の補助

しましたけれども、経済効果は数十倍だというふうに数字上なっています。こういう非常

に経済効果のあるものでありますから、それをさらに広げるということはどうかと。



─ 26 ─

それから、太陽光発電など、再生可能エネルギー活用を地元業者とともにより進めてい

く、そういう積極的な援助できないかということ。

３点目でありますけれども、今出た大型の施設に対しても、地元業者が参画できるよう

な地元業者の育成、さらに農業関連の施設建設や工事にも、地元業者がより幅広く参画で

きるような体制づくりを進めることはできないかと、こういうことで御提案申し上げます

が、お考えをお聞かせください。

○議長（渡 政 君） 町長。

○町長（水沼 猛君） お答えを申し上げます。

まず、エコ住宅の対策への充実、リフォームもという話がありました。これらにつきま

しても、いわゆる地元業者含めて、大変効果の高いそれぞれ事業だという評価も受けてお

りますので、これについては、来年度予算に向けて検討していくということにしておりま

す。

また、再生エネルギーの地元の皆さんの参入というお話でございました。今それぞれ地

元の皆さんも、太陽光発電含めていろいろ取り組みが現実的に行われております。それら

の土地含めて、町としてできる支援についても、現実に今させていただいておりますの

で、今後もそういう地元の業者が進んで取り組みたいということについては、町としても

できる限りの支援をしていく、そういうことで考えております。

それから、大型工事への対応をできる地元業者の育成、先ほども申し上げましたとお

り、それぞれそういうことでやってきておりますがなかなか、先ほど病院の話もありまし

たけれども、それぞれそういう大型工事の、また、病院という特殊なものになりますと、

いろいろそれに対応できる業者というのは限られております。そして、そういうこともあ

りますので、いわゆる経験でありますとか、それらの対応を十分できるような業者である

とかということが必須条件にもなりますので、それらについては実績等々なかなかジョイ

ント、そういう経験のある業者とジョイントを組むということで、なるべく地元の業者が

参入できる、少しでも技術の多い参入をしていくということで、今日まで努力してきてお

りますが、それらを含めて今後とも、即そういう業者が育成されるということにはなりま

せんけれども、そういう力を徐々につけていくということも大事なことだと思っておりま

す。

また、今公共事業はどんどん事業量が減ってきております。そういう中でありますの

で、なかなかそういうところは難しい面もありますが、いずれにいたしましてもいろいろ

な災害を含めて、建設、土木業者については、やはりそういう対応を含めて、必ず必要な

業種でもありますので、それらを含めて、また、地域経済含めて総体的に我々も考えてま

いりたい、そのように思っております。

○議長（渡 政 君） 中村議員。

○１５番（中村忠士君） 前向きな回答もございました。また、この点での論議をさらに

また続けていきたいと思います。ありがとうございました。

終わります。

○議長（渡 政 君） 以上で、中村忠士議員の一般質問を終了いたします。

ここで１時まで休憩をいたします。

午後 ０時０５分 休憩

──────────────

午後 １時００分 再開
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○議長（渡 政 君） それでは、午前中に引き続き、一般質問を再開いたします。

次に、１番木嶋悦寛議員、質問者席にお着きを願います。

なお、質問は一問一答方式でございます。

○１番（木嶋悦寛君） それでは、通告に従いまして質問させていただきます。

１番、ラムサール条約登録湿地と観光誘致について。

本町では、野付半島・野付湾、風蓮湖がラムサール条約の登録湿地となっております。

北海道内で１３カ所が登録されていますが、そのうち何と７カ所が、この道東に存在して

います。それだけ、この地域が特異な自然を有しているという、そして私たちはそこに寄

り添い、暮らしているわけであります。

ラムサール条約では、単に水鳥の生息地としての保全だけでなく、産業や地域の人々の

生活とバランスのとれた保全を進めるために、湿地の賢明な利用を、いわゆるワイズユー

スを提唱しております。野付湾における北海シマエビ漁などが、これに当たることは御承

知のことと思います。

条約を主に実施するのは国ということになりますが、登録湿地を有する自治体や、そこ

で活動するＮＰＯ、そして地域住民の役割も、また重要であるとされています。

最初の質問です。条約では湿地の保全や賢明な利用のために、人々の交流や情報交換、

教育、参加、啓発活動を進めることも決議していますが、このことについて、本町でのこ

れまでの取り組みをお知らせください。

○議長（渡 政 君） 産業振興部長。

○産業振興部長（有田博喜君） それでは、お答えいたします。

本町でのこれまでの取り組みということで、別海町では、別海町のラムサール条約登録

湿地が、御存じのとおり、平成１７年１１月８日付で風蓮湖・春国岱及び野付半島・野付

湾として登録されております。御質問のありました人々の交流、情報交換、教育、参加、

啓発活動などにつきましては、指定管理者となっております野付半島ネイチャーセンター

が実施しているネイチャーツアー、それと湿地の環境保全活動の推進と住民意識の啓蒙を

図ることを目的として実施しました事業に対しまして、平成１８年度から環境保全啓蒙活

動交付金というものを町で交付しております。それらを行いながら、町民の皆様の御協力

をいただきながら環境保全に努めているというところでございます。

以上です。

○議長（渡 政 君） 木嶋議員。

○１番（木嶋悦寛君） 今、啓蒙交付金が交付されているということなのですが、その主

な利用というか、どういうところに使われてきたか、お知らせいただけますでしょうか。

○議長（渡 政 君） 産業振興部長。

○産業振興部長（有田博喜君） ただいま１８年度から交付しているという報告をしたの

ですが、１８年度当初１２団体に対しまして６０万円交付しております。それから毎年継

続いたしまして、２４年度では３団体で１３万円ほど支出しております。この中には野付

半島のごみ拾いですとか、あらゆる公園とか、そういったものに対しまして、それぞれ実

施がボランティア連絡協議会ですとか、尾岱沼の連合町内会、あるいはネイチャークラブ

というものがございまして、２４年度は、その３団体に対して交付しているということで

ございます。

○議長（渡 政 君） 木嶋議員。

○１番（木嶋悦寛君） 先ほどネイチャーツアーなんかは、ネイチャーセンターのほうで
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独自に企画しているというふうに考えますが、そうしたことに対する町としての姿勢とい

うのですか、応援体制ですとか、それについてはどういうふうになってますでしょうか。

○議長（渡 政 君） 商工観光課長。

○商工観光課長（大槻祐二君） ただいまの御質問にお答えしたいと思いますが、ネイ

チャーツアーとかの支援をどのような形で行っているのかという御質問だと思うのです

が、ただいま先ほど産業振興部長が答弁したとおり、現在ネイチャーセンターは、観光開

発公社のほうに指定管理ということで実施しております。その指定管理の中で、このネイ

チャーツアー等の実施をしているということでございますので、そういう形での支援とい

うことになります。

以上です。

○議長（渡 政 君） 木嶋議員。

○１番（木嶋悦寛君） それはただ単にツアーのことであって、指定管理者がやるツアー

のことであって、実際のラムサール条約のさっき言った決議に関して、町としてどんなア

クションをしているのかということだと思うのですよ。これについては、単に観光だけで

なく、先ほども言いましたように地域の生活ですとか、そういうものもすべて含まれてき

ます。だから単純な観光というだけの観点では、済まされないような状況もあると思うの

ですね。産業の部分もかかわってきますから。そういう意味を含めて、町としてどんな体

制をとっているのか、もしかしたら今言ったみたいに観光だけと考える、そういうツアー

だけ考えるのだったら、全く何もしてないような状況であるというふうに感じとられるの

ですけれども、そのあたりをもう一度お聞きします。

○議長（渡 政 君） 町長。

○町長（水沼 猛君） ネイチャーセンターについては、今答弁ありましたように、観光

開発公社を通じて、町としてネイチャーセンターのいろいろな事業に対して、町の予算を

そこに投入して今事業を運営しております。その中では、単なるツアーということだけで

はなくて、やはり大きな仕事として、野付半島・野付湾を含めて、その豊かな自然環境で

ありますとか、また、貴重な昆虫、植物含めて、生態系をいろいろな多くの皆さんに知っ

ていただくというような事業でありますとか、また、自然環境をどうやって守っていくか

いろいろなことを、観光開発公社、そしてネイチャーセンターを通じて、多くの皆さんに

そういうことの認識でありますとか啓発活動、それをやっているところでありまして、そ

の中の一部で、もちろんツアー、全国から訪れる皆さんに、ラムサール条約登録地、野付

半島・野付湾の生態系でありますとか、いろいろな自然を観光客の皆さんにもお知らせを

して、そういう全国的に、観光の目的もありますし、また、自然を含めた、その中での観

光のツアーの普及でありますとか、いろいろな自然環境を守るため、また、そういうこと

も含めて多面的に、いわゆるラムサール条約の登録地という、そういうネーミングも含め

て全国に発信していくという大きな役割を、ネイチャーセンターが担っているということ

でございます。

○議長（渡 政 君） 木嶋議員。

○１番（木嶋悦寛君） 何となく、余り深くかかわってないのだなというのがよくわかり

ますが、なぜそういうふうに言うか、今町長は発信していくとおっしゃいましたが、町の

ホームページを見て、ラムサール条約という言葉が出てくるのは、ほんの１行です。よく

いろいろくまなく調べてみたのですけれども、１行しか出てきません。それ以外に、もっ

と何か前面に出してそういうことがなされているのかなと思って探してみたのですけれど
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も、どうもないですね。これは別に別海町に限らず、ほかの近隣の町村でも、要するに湿

地を有する町でも同じような状況が見られます。なぜ、国際的にも非常に有名な湿地を生

かして、もっと観光誘致に行かないのかな、そういう感じがするのですね。ですから、先

ほどネイチャーセンターに指定管理で任せているとは言うけれども、これはきちんとそれ

を、湿地を有する自治体としてのビジョンがきちんとあって、それが指定管理者であるネ

イチャーセンターと観光開発公社と共有されているべきだと思うのです。その辺のことを

お聞きしたいわけですよ。

○議長（渡 政 君） 町長。

○町長（水沼 猛君） 今、町との開発公社の連携、そういうことだと思いますが、いず

れにいたしましても、開発公社のいわゆる社長は私がやっております。そういうことで、

観光開発公社というものの存在、それからネイチャーセンター含めて尾岱沼地区、野付半

島・野付湾とともに、やはり別海町の観光の拠点として我々位置づけて、今まで観光開発

公社を通じてですが、いろいろな事業を展開してきております。そういう中でラムサール

条約、ただそれだけではなくていろいろな海岸、例えば「えびまつり」でありますとか、

また、「あきあじまつり」含めていろいろなイベントもやられてますけれども、それらも

町として、そのイベントにも助成金を出してやっておりますが、それらを含めていろいろ

なそういうイベント等、いろいろな団体の協力もいただきながら、一体的に今観光、これ

からの大変大事な、これから成長をしていく産業として、観光というものを位置づけてい

るところでありまして、そういう意味で町のホームページ通じて、まだまだそういう面で

はアピールの足りないということかと思いますが、いずれにしてもそういうことも含めて

全国に、また、全世界的なラムサール条約、そういうことも含めてアピールしていく、発

信していくということに今後とも力を入れていく、そういう考え方でおりますので、ぜひ

御理解をいただきたいと思います。

○議長（渡 政 君） 木嶋議員。

○１番（木嶋悦寛君） 本当に本腰を入れてやってほしいなという感じなのですが、１２

月の１１日に、この野付半島ネイチャーセンターで開館１０周年と、それとラムサール条

約の登録７周年のイベントが開催されました。町長もこれに参加されましたので、御存じ

だと思います。

このイベントは、晩秋の自然を楽しむ音楽と語りと題して、毎年ここ数年開催されてい

ます。ＮＰＯである野付半島ネイチャークラブと別海町観光開発公社が主な主催で行われ

ております。私自身、ラムサール条約の登録の１周年のときに、このイベントに参加させ

ていただいて、２００９年以降は毎年参加させてもらっています。

常々思っていたのですけれども、本来なら町を挙げて、だからそういったＮＰＯだとか

だけじゃなくて、町を挙げてやっぱりこのラムサール条約の登録を祝ったりだとか、改め

て考えたりだとか、野付半島だけでなく、別海町の全体のことをやっぱりそうやって考え

ていく機会になっていくべきだなと思っています。

町長は、本来であれば主催者としてあいさつしてほしかったなというふうに思うのです

けれども、そのあたりいかがでしょうか。

○議長（渡 政 君） 町長。

○町長（水沼 猛君） いわゆる野付、ラムサール条約登録地含めて野付半島・野付、尾

岱沼含めて、先ほど言いましたように、本町の観光の拠点として位置づけながらやってき

ているということでございます。そういう中で、私も当然いわゆる観光には、これからも
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しっかりと力を入れて、地域をこれから支えていく一つの産業として成長していくように

ということで、今努力をしてきているところでありまして、当然そういう要望にはなるべ

くできる限りこたえたい、このように思っておりますが、なかなか公務上そういうことも

できないことも多々ありますけれども、今後ともそういう思いで、認識を持って、私も積

極的にそういう場においては参加をしていきたい、こういう思いは常に持っているところ

であります。

○議長（渡 政 君） 木嶋議員。

○１番（木嶋悦寛君） やっぱり当事者として、ぜひみんなで、もちろん町民も全部すべ

てそうなのですげれども、このラムサールを介しての自然とか、そういう産業ですとか、

そういうことを考える場になっていけばいいなというふうに考えております。

２番目の質問になります。ラムサール条約登録湿地を前面に押し出した観光誘致に関し

ては、広域でとらえることが必要と感じますが、登録湿地を有する自治体間で観光誘致や

保全活動について、どのような話し合いや情報交換が行われているのか、現状をお知らせ

ください。

○議長（渡 政 君） 産業振興部長。

○産業振興部長（有田博喜君） 自治体間の情報交換につきましては、ラムサール条約登

録湿地があります全国で５３の市町村、うち北海道では１７市町村でございますけれど

も、それらで構成しますラムサール条約登録湿地関係市町村会議というものがございまし

て、この事務局は那覇市が行っているのですが、それに加盟いたしまして、学習会での情

報交換、あるいはホームページの活用等によりまして啓発活動を行っているということで

ございます。

また、ラムサール条約登録湿地にかかわる自然系施設などで構成する北海道ラムサール

ネットワークというものがございまして、これは道内１７の団体で構成されておりまし

て、ちなみにこのネットワークの幹事には、当野付半島のネイチャーセンターのセンター

長であります森田さんが幹事として役員になっております。これらネットワークに指定管

理施設である野付半島、今言いましたが、野付半島のネイチャーセンターが加盟しており

まして、道内における情報交換、そういったものを実施しているということでございま

す。

○議長（渡 政 君） 木嶋議員。

○１番（木嶋悦寛君） 今、市町村会議ですとか、北海道ラムサールネットワークですと

か、そういうところで話し合われた情報というのですかね、それをどのような形で町民に

公開しているのでしょうか、お聞きします。

○議長（渡 政 君） 産業振興部長。

○産業振興部長（有田博喜君） 今申し上げました市町村会議の中では、いろいろラム

サール湿地にかかわります研修事業、予算獲得のための陳情、請願ですとか、登録湿地拡

大に向けての支援・協力、そういったものをやっているのですが、先ほど申し上げました

ように学習会、情報交換、あるいはホームページということで、そちらの市町村会議のほ

うでは、そういうホームページ等行っておりますけれども、当別海町として、独自にそう

いったものを、先ほど議員もおっしゃられましたように、ラムサールのそういった情報と

いいますか、そういったものは掲載してないというのが実情でございまして、こういった

市町村会議、先ほどのネットワーク、そういったものと別海町のホームページ、リンクさ

せるように今後していきたいというふうに考えております。
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○議長（渡 政 君） 木嶋議員。

○１番（木嶋悦寛君） ぜひそうしていただくように、よろしくお願いします。

３番目の質問です。賢明な利用として、エコツーリズムとの融合による観光資源化につ

いて、どのような見解をお持ちか、お聞きします。

○議長（渡 政 君） 産業振興部長。

○産業振興部長（有田博喜君） エコツーリズムとの融合による観光資源化につきまして

は、野付半島ネイチャーセンターで行っておりますネイチャーガイドによるツアー、それ

らを中心としまして、伝馬船を使った野付湾内のクルーズの活用や、本年６月に管内１市

４町及び全日空、大手旅行代理店、それらの間で地方空港を活用した教育誘致の新たな取

り組みを確立するとともに、根室地域の活性化に寄与することを目的として締結しました

地方空港を活用した教育旅行誘致の連携と協力に関する協定、これらを生かして教育旅行

誘致などに体験学習、そういったものを取り入れていきたいというふうに考えておりま

す。

また、エコツーリズムとは若干離れるのですが、先ほど言いました教育旅行誘致の関係

ですが、本日内閣府のほうから情報が入りまして、北方領土隣接地域への修学旅行誘致事

業というものも今内閣府のほうで考えておりまして、それらを検討するに当たって、今パ

ンフレットですとか、そういったものを作成しようということで、国のほうでは進めてい

るということでございます。

以上です。

○議長（渡 政 君） 木嶋議員。

○１番（木嶋悦寛君） エコツーリズムに関しては、さまざまなものが含まれておりま

す。単純に野鳥の観察ですとか、それだけではなくて文化の部分、例えば伝統漁法ですと

か、そういうものもエコツーリズムの中には入ってきますので、ぜひ先ほど言いましたも

の、それからあとやはり産業、別海町の一次産業というのは非常にこれもエコツーリズム

につながっていくのでないかと思いますので、こういうところを生産者、あとは当事者の

人たちと、かなり大変な部分ではあると思うのですけれども、協力し合って、町全体の中

でエコツーリズムをつくっていけるようなことができたらいいなというふうに考えており

ます。

近隣の例としては、知床エコツーリズム推進協議会、これについては地域に関係する団

体がしっかりしておりますので、観光施設等とリンクして、エコツーリズムのポータルサ

イト的な役割で、この知床エコツーリズム推進協議会は成り立っているようです。

あと、標津町にもエコツーリズムの交流推進協議会がありまして、ここでは漁業体験で

すとか、そういった体験を中心としたツアーを用意して、エコツーリズムの推進を図って

いるようです。できれば、こうしたようにやっぱりわかりやすいところで、わかりやすい

情報を発信していくということが非常に大事だと思うのですね。だから別海町ホームペー

ジ、後でまたホームページの質問もありますけれども、ホームページしっかりつくり込ん

であるのですけれども、どこにその情報が載っているのかわからないということが非常に

多いです。ですから、検索になれている人はぱっぱとできるのでしょうけれども、そうで

ない人たちも多いわけですから、興味を持った人が、興味を持った情報を簡単に得られる

ようにしていくということが大事だと思いますので、ぜひこのあたり、エコツーリズムと

の融合ですとか、その辺の充実とか、それをしっかりやっていくことによって、別海町全

体の観光、それから産業を見直す機会になるのでないかなというふうに考えていますの
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で、よろしくお願いしたいと思いますが、町長答弁いただけますでしょうか。

○議長（渡 政 君） 町長。

○町長（水沼 猛君） いずれにいたしましても、町全体でいろいろな観光資源を含め

て、いろいろな資源を観光に結びつけていく、そのことが地域の活性化にもつながってい

くということでありますので、当然そういう試みといいますか、そういうことについて、

これからも力を入れていかなければならないと思っていますし、また、１市１町だけでは

なかなかいろいろな観光客を呼び込むということに対しての力は弱いわけでありますの

で、１市４町の連携でありますとか、そういう近隣の市町村とも十分連携をとりながら観

光資源を、やはり魅力のある観光のメニューを提示できるようなそういう工夫もこれから

必要だと思っております。このことについても、努力をしていかなければならないと思っ

ております。

いずれにいたしましても、それぞれ今貴重な資源でございますので、そのことについて

は、観光、また、地域の活性化のためにもそれを有効に活用していく、そういう方向で今

後ともいろいろな関係の団体の皆さん、そしてそれに取り組んでいる皆さん、地域すべて

の町民の皆さんのいろいろな協力、また、そういう試みをしていただけるという環境もつ

くっていくということも大事でありますので、あわせて努力をしていくということで、今

後とも取り組んでまいります。

○議長（渡 政 君） 木嶋議員。

○１番（木嶋悦寛君） ぜひそれを進めていただくようにお願いします。

別に町は主体的にやるということよりも、もう既に地域の中でいろいろな活動がされて

ますから、それをうまくつなぎ合わせていく、そしてそういう人たちが活動しやすくする

ような環境をつくっていくということが、やっぱり行政の役割であると思いますので、ま

た、このことについては話を深めていければなというふうに考えております。

次の質問に移ります。

２番目の質問です。町のホームページについて、現在町ではホームページを開設し、さ

まざまな行政情報を町民に伝える手段として活用されていると思います。情報の伝達に大

切なことは、即時性と双方向性であると考えます。近年、ソーシャルネットワークサービ

スの台頭により、自治体の情報公開の手段にもかなりの変化が生じてきました。

最初の質問です。２００８年にリニューアルされた現在のホームページですが、年間の

アクセス数、ページビュー数でも構いませんが、事業やイベント、町政全般に対する意見

などの投稿数をお知らせください。

○議長（渡 政 君） 総務部長。

○総務部長（竹中 仁君） 町のホームページへの年間アクセス数についてでございます

けれども、リニューアルしました翌年の平成２１年度から平成２３年度でホームページへ

のアクセス数、ユニークユーザー数で平均いたしますと年間１０万件前後、ページビュー

につきましては年間９０万件前後で、本年度は前半６カ月で５４万件のアクセスとなって

おります。

ホームページからの投稿数ですけれども、例年約５０件程度の投稿が寄せられておりま

すが、本年度につきましては、１１月末現在で５１件、内容といたしましては、観光情報

などの問い合わせが主で、このほかに御意見、要望などが数件寄せられているというよう

な状況でございます。

○議長（渡 政 君） 木嶋議員。
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○１番（木嶋悦寛君） この数字について多いと考えるのか、それともまだまだというふ

うに考えるのか、その辺の見解をお知らせください。

○議長（渡 政 君） 総務部長。

○総務部長（竹中 仁君） 多いか少ないかということになりますと、決して多いほうで

はないと思いますし、極端に少な過ぎるというほどでもないとは思うのですけれども、先

ほど議員おっしゃいましたように、そのホームページの構造、階層ですとか、その辺の使

いやすさ、そういった面から見ますと、この数字が適正な数字かどうかということについ

ては、ちょっと判断はできかねるところでございます。

○議長（渡 政 君） 木嶋議員。

○１番（木嶋悦寛君） 多分そんなに多い数字ではないはずですね。それで、活発に見ら

れているというほどでもないと思うのですね。要するに、見る人は何かを期待して、情報

が欲しくて見るわけです。それがやっぱりそこに的確に載っているかどうか、きちんと更

新がされているかどうかというのは非常に重要な問題であると思うのですね。ですから、

更新がされている、あとは先ほど言いましたけれども、双方向性というのは非常に大事で

すから、こちらが問いかけたことに対して、すぐ答えてくれたりだとか、タイムリーにい

ろいろなことがなされるのは、これは今の現在のユーザーにとってみれば、非常に大事な

ことなのかなというふうに考えます。

次の質問に入りますけれども、我が町の最高規範である自治基本条例には、行政と議会

は町民に対し、必要な情報をわかりやすく適時に提供するとあります。町民もまた、行政

や議会に対し、まちづくりに必要な情報を積極的に提供するとあります。しかし、こうし

た情報共有に関して、ホームページはわざわざ閲覧しなければ情報を得ることはできませ

ん。広報紙も、月に１度の発行で適時とは言えません。町民からの情報提供については、

現状では積極的とは言いがたい状況にあると思います。

こうしたことを解決するために、全国の例では、ホームページをソーシャルネットワー

クサービスの一つであるフェイスブック化して成果を上げている自治体があります。本町

でも協働のまちづくりのさらなる推進に向けて検討すべきと考えますが、いかがでしょう

か。

○議長（渡 政 君） 町長。

○町長（水沼 猛君） お答えを申し上げます。

いわゆるフェイスブックなどのソーシャルネットワークサービスですが、若い世代を中

心に利用者が増加をしておりまして、フェイスブックの推定利用者数につきましては、日

本でも１,０００万人を超えたと言われております。

また、道内でも最近フェイスブックを利用する自治体がございますが、全国的には佐賀

県武雄市、この事例が各報道機関などで取り上げられていることについては承知をいたし

ております。

武雄市では、フェイスブック担当の選任部署を設置をして、従来のホームページをフェ

イスブックに完全移行するなど、まさしく先駆的な取り組みをしているようでございます

が、反面、利用者への対応については、大変苦労していることも多いようでございます。

当町でも、本年度になりまして、行政への意見募集にフェイスブックの利用について検

討をしましたが、一方的に意見を求める手段として活用するには有効なものでございます

が、双方向での活用には、御意見などをいただいた際の対応方法、また、使用上のルール

を明確にする必要があると我々考えたところでございます。
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町民の皆様からの情報提供や御意見をいただくことは、協働のまちづくりを推進してい

く上で、まさに有用なことだと認識をしておりますが、多様な手法を導入をする際には、

必要なルールの整理を行いながら、導入の可否や利活用方法を検討していかなければなら

ないと考えておりますので、ぜひ御理解をいただきたいと思います。

○議長（渡 政 君） 木嶋議員。

○１番（木嶋悦寛君） 町長もそのフェイスブックの実力というか、その辺はよくわかっ

ておられると思います。先ほどもおっしゃられました武雄市、ここにはつながる部、フェ

イスブックシティ課フェイスブック係というのがあります。そこの係長と私も親交があり

ますので、いろいろな情報もすぐ入るのですけれども、やはり先駆的にやっている、そし

て突拍子もないことをやっているわけではないですね。ホームページはあるわけですか

ら、それをうまくユーザーと町民と交流を持てるような形にしていく、それが非常にすぐ

れている点だなというふうに思います。

先ほど、一方的に情報を集めると言いましたけれども、これはあくまでもやっぱり双方

向で、重要なことは、職員全員がかかわっているということですね。武雄市では全職員に

アカウント、きちんとしたフェイスブックのアカウントを取らせて、講習もして、ルール

もきちんと決めてそういうことをやっています。だから先駆的にやっているところからそ

ういうことを学んでいくことによって、ここでも十分活用できるんじゃないかなというふ

うに考えております。

２０代から４０代の若い世代が、多分そのフェイスブックですとかＳＮＳ、ソーシャ

ル・ネットワーク・サービスの主なユーザーであると思います。反面、この世代というの

は、地域活動ですとか、政治ですとか、そういうことに非常に無関心な世代でもあるとい

うふうに考えています。そうした世代が行政に対して興味を持ったりだとか、そういう

きっかけになるんじゃないかというふうに、自分もそのフェイスブックの利用者として、

そういうことをすごく強く感じます。

ほぼ毎日のように、日記じゃないですけれども、きょうこんなことありました、自分は

こんなことを感じていますということを書くことによって、ああ、あの人はこういうふう

なんだなとか、今こういうことが町で起こっているのだなとかということが、自分の周り

の人たち、友達とされる人たちもわかるのですけれども、そのまた友達もわかるわけなの

ですね。ということは、町の情報を流すときに、ホームページというのは、確かに全世界

で見れますけれども、見た人しかわからない。投稿した人は、投稿されたものはもちろん

オープンではないですから、公開されているものもありますけれども、それについて責任

はある程度薄いわけですね。いろいろなその言いっ放しというか、そういうことあるので

すけれども、フェイスブックはオープンですから、発言にも責任が要ると。答える側も責

任が要ると。そうした中の緊張感が非常にあるわけですね。もちろんタイムリーに答えれ

ますので、そのあたり職員のスキルアップにもなるのでないかと。そういう一定のルール

の中できちんと使われているという部分を前提にしての話です。

ぜひきちんとした勉強会、道内ではまだ実際にフェイスブック化しているところはない

と思いますけれども、十勝清水町なんかは、既にことしから勉強会を始めて、フェイス

ブック化に向けて取り組みをされているようです。ほかにもそういう動きがあるので、ぜ

ひホームページ、今はやっぱり中がきちんと更新されない部分もかなりありますので、そ

うしたことをやっぱりチェックし合う上でも、しやすい環境をつくっていったりだとか、

また、フェイスブックによって、例えば町の予定ですとか、スケジュール管理ですとか、
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あとは連絡ですとか、そういうのもすべてできるようになってますので、職員がフェイス

ブック上に滞留する時間というのを極大化することによって、そうした町民からの問い合

わせですとか、そういうものも十分対応できるようになるのでないかなということで、非

常に効果は期待できますので、ぜひ前向きに、その導入について勉強会なり何なりをやっ

ていってほしいなと。もし必要があれば、そうした外部からきちんとした講師を呼んで

やったりだとかということもやってほしいなというふうに考えております。いかがでしょ

うか。

○議長（渡 政 君） 町長。

○町長（水沼 猛君） 今おっしゃられましたとおり、利点も多々あると思っておりま

す。ただ、その対応等について、いわゆる職員、町側からの要するに回答というのは、や

はり責任ある回答でなければならないというやっぱり問題が、それをどうその担当職員の

権限でありますとか、いわゆるどこまで答えられるかという、スピーディーに対応できる

か、その辺のところもかなり難しい面もあります。いずれにしても、そういう先駆的な取

り組みについては、我々も十分検討はしたいと思っておりますし、今現に検討させていた

だいたところでありますが、現在の段階においては、なかなかそういう取り入れてやって

いくという状況には、まだないということでありまして、検討は今後ともいろいろな事例

を参考にして、検討はさせていただきたいと思いますが、現在のところはそういうことに

は、取り組むという考え方はございません。

○議長（渡 政 君） 木嶋議員。

○１番（木嶋悦寛君） 先ほどの観光の話もありますけれども、やっぱりいかに情報発信

するかということは、今人口をふやすということを考えるよりも、減らさないということ

を考えたほうがいいと思いますので、そうした魅力的な町をつくっていくためにも、きち

んとした情報を発信していく、それで答えていくということが大事だと思いますので、今

は考えてないということですけれども、ぜひ有志でもいいですから、何とかフェイスブッ

ク化に向けての取り組みを始めてほしいなというふうに考えております。

では、次の質問に移ります。

町内のインターネット接続環境について。

情報通信技術が進む中で、インターネット接続環境も、より高速なブロードバンドが主

流となってきました。ネット上も、ブロードバンドを前提としたサイズの大きな情報が多

くを占めており、接続環境によっては閲覧やダウンロードができない、いわゆるブロード

バンド難民をつくり出しています。すべての町民の情報格差を解消し、地域情報化を推進

するためにも、インターネット接続環境の整備は必須であると考えます。

最初の質問です。町内でも光や高速無線ＬＡＮによりブロードバンド化が進められてい

ますが、ブロードバンド化された戸数、非ブロードバンド化の戸数をお知らせください。

また、非ブロードバンドのうち、ブロードバンド化の見込み数と時期もあわせてお知ら

せください。

○議長（渡 政 君） 総務部長。

○総務部長（竹中 仁君） お答えいたします。

町内のインターネット環境につきましては、平成１７年ごろから町民主導による誘致活

動を皮切りにＡＤＳＬの開通が進みまして、現在は町内各地域で民間ブロードバンドサー

ビスが開始されております。

また、平成１９年の１月からは、別海市街地の一部で、同様に民間事業者によって光回
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線によるサービスも開始されまして、市街地の高速通信回線は整いつつあります。

一方、市街地以外のＡＤＳＬや光回線が利用できないエリアに対しましては、町が平成

１８年度から取り組んだ別海町長距離高速無線ＬＡＮ事業、これによりまして平成１９年

５月から高速通信サービスの提供を行っており、現在基本的には、町内全域においてブ

ロードバンド環境のインフラ基盤、これが整備されたというふうに考えてはおります。し

かしながら高速無線ＬＡＮ通信につきましては、これまでも御説明をしておりましたが、

地形や防風林等の影響によりまして、対象地域の約２割の区域が不通エリアの状態となっ

ております。このことから、この高速無線ＬＡＮ通信の対象世帯１,５４６世帯、１１月

末現在で町内では６,３６３世帯がございますが、このうち約２００世帯が利用困難な状

態、非ブロードバンド戸数であるというふうに認識をしております。いわば６,３６３世

帯から、このおおむね２００世帯を差し引きました６,１６０世帯の世帯にあっては、一

定程度のブロードバンド化がされているものというふうに考えております。

また、この不通エリアにおけるブロードバンド化の時期ですけれども、一斉にこれを解

決するというふうになりますと、大変多額の費用を投じなければ解決できない状況にござ

います。試算ですけれども、恐らく１０億円以上の投資が必要であろうというふうに考え

ております。まあ困難な問題ではありますけれども、対象世帯のニーズに応じて、個別の

対応も検証しながら、全体的な対応策についても検討してまいりたいというふうに思って

おります。

○議長（渡 政 君） 木嶋議員。

○１番（木嶋悦寛君） 三つ質問あったのですけれども、今３番目のやつは、何か半分答

えられてしまったかなというふうな感じが思います。個別対応、要するに非ブロードバン

ド化の部分ですね。高速無線ＬＡＮが届かない部分についての対応なのですけれども、今

は通信衛星を使ったブロードバンド、余り超高速ではないですけれども、１メガとか２メ

ガとか、ブロードバンドを供給できるということがありますので、高速無線ＬＡＮが届か

ない地域については、そういうことを検討していくといいかなと。１件当たり大体５０万

円ぐらいの設置費用でできるということですので、２００世帯ですから、１,０００万円

ですか、多分１０億円よりは、はるかに安く済むなというふうに考えてますので、１,０

００万円でないか、１億円か、１億円ですね。済みません、１けた間違いました。１億で

すね。１０億円よりは１０分の１で済むということになりますし、段階的にいろいろなこ

とをやっていく中で、費用の少なくて効果のあるものを選んでいける。今はかなりそう

いった技術も進んできてますので、そんなことを視野に入れながら進めていただければな

というふうに思っております。

２番目の質問です。総務省では、今のことにも関連あるのですけれども、地域情報通信

振興策を掲げて、地域の情報化推進を行っていますが、本町ではこの施策を活用されてい

るのかお知らせください。

○議長（渡 政 君） 町長。

○町長（水沼 猛君） 本町における活用状況ですが、まず平成１９年の５月にサービス

の提供を開始をいたしました別海町長距離高速無線ＬＡＮ事業、これについては総務省の

地域情報関連施策であります地域情報通信基盤整備推進交付金、この制度を活用し実施を

した事業でございます。その他の総務省の情報化施策を活用した事業といたしましては、

平成１３年度に地域イントラネット基盤施設整備事業によりまして、役場庁舎、それから

出先機関及び拠点公共施設、これらを光ファイバー、無線ＬＡＮなどによってネットワー
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ク化しております。

また、平成９年度、ここでは先進的情報通信システムモデル都市構築事業、これにより

まして御存じのマルチメディア館、この施設設置などを行っているところでございます。

○議長（渡 政 君） 木嶋議員。

○１番（木嶋悦寛君） 先ほど、高速無線ＬＡＮの届かない地域２００件についてですけ

れども、多分総務省のほうでは、決まった形の中でしか動けないということですし、相当

な数の受給世帯がないと、それをできないというのは、これはわかっているのですけれど

も、そうしたことを、例えばそうした情報格差をなくすためということのために、例えば

２００件だけど、そうした独自のことをやりたいのだと。そうした取り組みというのを投

げかけるというのですか、総務省のほうに、独自の施策になると思いますけれども、そう

した働きは、今までやったことはあるのでしょうか。

○議長（渡 政 君） 総務部長。

○総務部長（竹中 仁君） 済みません、お時間をとらせました。

平成１９年のこの事業を行いましたときに、今の対象外となっております活用ができな

いこの２００戸につきまして、明らかにそのときに整備したエリアと重複をしていないと

いうことであれば考えられないことは、検討できないことはないというところまで確認を

とっているという状況でございます。

○議長（渡 政 君） 木嶋議員。

○１番（木嶋悦寛君） やはり町からの持ち出しをできるだけ少なくするためにも、何が

なんでもやっぱりその辺、可能性があるのでしたら進めてほしいなというふうに考えま

す。やはりそうした事業、施策というのはやっぱり現場の話というのも、実際画一でない

わけですよね。だからそういうことをきちんとぶつけていくということが、もうあらゆる

事業に対して大事ではないかなというふうに思いますので、ぜひその辺をプッシュして、

早い時期に、この２００戸に対してブロードバンド化できるような施策をとってほしいな

というふうに考えております。町長、よろしくお願いします。

○議長（渡 政 君） 町長。

○町長（水沼 猛君） もちろん、現在もその２００戸について、何とか町としてもそう

いう対応ができるようにということで努力はしております。今、部長のほうから答弁した

ようなことも、可能性も当然追求しながら、なるべく早期にこの問題を解決していく、そ

のことについて努力をしていく、そのことについてはそのとおりでございますので、努力

をしてまいります。

○議長（渡 政 君） 木嶋議員。

○１番（木嶋悦寛君） 以上で終わります。

○議長（渡 政 君） 以上で、木嶋悦寛議員の一般質問を終了いたします。

これで、一般質問をすべて終わります。

──────────────────────────────────

◎休会の議決

○議長（渡 政 君） ここで、お諮りします。

議案調査のため、１２月２０日の１日、休会といたしたいと思います。これに御異議あ

りませんか。

（「異議なし」の声あり）

○議長（渡 政 君） 異議なしと認めます。
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したがって、１２月２０日の１日、休会とすることに決定いたしました。

──────────────────────────────────

◎散会宣告

○議長（渡 政 君） 以上で、本日の日程は、全部終了いたしました。

本日は、これで散会します。

なお、２０日は各常任委員会が午前１０時から開催されますので、よろしくお願いをい

たします。

御苦労さまでございました。

散会 午後 １時５５分



─ 39 ─

上記は、地方自治法第１２３条の規定により会議の次第を記載したものであ

る。

平成 年 月 日

署 名 者

別海町議会議長

議 員

議 員

議 員


